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１. はじめに 

 本事業の背景 

「経済財政運営と改革の基本方針 2021」では、日本の未来を拓く４つの原動力として

グリーン、デジタル、活力ある地方創り、少子化対策が掲げられ、新型コロナウイルス

等を契機とした経済構造や競争環境の変化に適応しつつ、ポストコロナの持続的な成⻑

基盤を構築することが必要とされている。特にデジタルにおいては、デジタル化・非対

面化の進展や企業・顧客の行動様式の変化が生じる中で、各国でデジタル投資の動きが

加速している。一方、我が国の地域企業では、デジタル化・DX1実現に向けた検討・実

施状況に遅れが見られる。こうした状況において、地域企業が今後も地域経済を支える

主体であり続けるためには、経営課題や事業環境の変化に合わせて業務・ビジネスモデ

ルを変革する DX を実現し、他社との差別化による競争優位性を獲得し続けることが重

要である。 

一方、多くの地域企業が、組織・従業員のデジタルリテラシーや DX 戦略策定等の面

に課題を感じており、経営資源に制約がある多くの地域企業では、自助努力のみで DX

を実現することは困難である。このことを踏まえると、地域企業の DX 実現に向けて、

産学官金の関係者が一体となり、経営やデジタルに関する専門的知見・ノウハウを地域

企業に取り込むための支援を行うことが重要である。そのためには、地域企業に対する

DX に関する理解促進だけでなく、業務の電子化・デジタル化や DX 実現を支援する経

営コンサルや IT ベンダー等の支援機関に対しても、DX の本質や実現に向けたノウハウ

に関する理解を深めてもらい、地域企業の DX 実現を強力に支援する能力を向上させる

必要がある。 

 

 本事業の目的 

本事業においては、地域企業の DX 実現を強力に推進すべく、①地域に根ざした産学

官金の関係者が一体となった主体（以下、「DX 支援体制」という。）による地域企業の

DX 実現に向けた支援事例調査、②DX 支援体制の在り方に関する調査、③地域企業や

 

1 企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や

社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのも

のや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。（平

成 30 年 12 月 経済産業省「デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイド

ライン（DX 推進ガイドライン） 
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DX 支援体制を構成する支援機関等に対する勉強会等を通じた DX に関する理解促進を

実施した。なお、本事業の結果を単発的な成果として終わらせるのではなく、本事業を

足掛かりに、将来的には各地域で DX 支援体制を構築し、蓄積したノウハウを全国展開

させ、国全体での DX 実現の加速化を目指すことが重要であると考えられるため、先進

的な取組から得られる知見に基づいて、他地域への横展開へと繋げていくための示唆を

導出することも重視した。 

 

 本事業の実施概要 

本事業では、九州地方（広域）と新潟県（狭域）の 2 地域を対象とすることとした。 

その上で、「（１）DX 支援体制による地域企業の DX 実現に向けた支援事例に関する

調査」として、特に有効な情報が得られると考えられる支援事例を特定した上で、各地

域の産学官金の支援機関に対してヒアリング調査を実施し、ビジネスモデルキャンバス

の構成要素に沿った形で調査結果を取りまとめた。なお、九州地方については、九州経

済連合会等の経済団体が、九州各県の支援機関に対して、企業の DX 実現に向けた戦略

等を提示して具体的な支援を推進しているため、九州全域をカバーする主要な経済団体

等の調査に加え、九州内で、特に多様な産学官金の支援機関が参画し、DX 実現に向け

た効果的な取組を実施している福岡県にも着目し、掘り下げるアプローチとした。 

加えて、「（２）DX 支援体制を構成する支援機関等の連絡会議開催及び支援体制の在

り方に関する調査」において、地域企業が到達すべき DX のゴールイメージ、そこに至

るまでの具体的なプロセス及び必要条件、地域企業の DX 実現を支援するに当たって必

要な体制・要素の仮説等の導出を目的に、福岡県庁、新潟県庁及びそれぞれの中核的な

役割を担う支援機関を集めた連絡会議を開催した。連絡会議では、双方の取組事例の紹

介による情報交換や、検討した仮説に対する意見交換を実施した。連絡会議の中で議論

した結果を踏まえ、最終的には DX 支援体制を構築する際に必要となる要素を取りまと

めた。 

さらに、「（３）地域企業や支援機関等の DX 理解促進を目的とした勉強会等の開催」

では、九州地方及び新潟県において、「地域企業向け」「支援機関等向け」「IT ベンダー

等向け」の 3 種類の勉強会を開催した。勉強会は、一方向での詰め込み型ではなく、参

加者にも発言等のアウトプットを求めるワークショップ型で実施した。 

これらの調査を踏まえ、各事業の調査結果を整理するとともに、それらに基づいて導

かれる今後の取組に向けた示唆について、本報告書に取りまとめた。 



 

5 

 

 本報告書の構成 

前項を踏まえ、本報告書は全６章構成とする。各章の関係を「図 １-1 報告書の構

成」に示す。 

まず、第２章では、本事業における調査対象の 2 地域をどのように特定したかといっ

た選定の考え方を整理した。第３章では、DX 支援体制による支援事例について取りま

とめた。続く第４章では、地域で活動する DX 支援体制の連絡会議における主な議論の

内容をまとめるとともに、連絡会議での議論を踏まえた支援体制に必要な要素を整理し

た。第５章では、地域企業や支援機関等の DX に関する理解促進を目的とした勉強会の

開催結果を取りまとめた。最後に第 6 章では、本事業全体を通じて得られた示唆につい

て取りまとめた。 

図 １-1 報告書の構成 
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２. 調査対象地域の特定 

まず、本事業における調査対象地域を選定するために選定基準を設定することとし

た。その際、調査対象地域は、その地域での取組状況を掘り下げて調査・把握すること

により得られる示唆が他地域へも横展開でき、他地域における DX 支援体制の構築の参

考になるものとすることが望ましいと考えた。そのため、全国の中で取組を先行して実

施しており、ロールモデルとなり得る地域を選定できる基準とすることを狙い、「図 

２-1 調査対象地域の選定指標」に示すとおり、「①地域企業の DX 実現に向けた支援事

例が多くあるか」、「②DX 実現に向けた支援の方針が構想段階ではなく実行している

か」の 2 つを設定した。 

「①地域企業の DX 実現に向けた支援事例が多くあるか」については、調査対象とな

る地域において、DX 支援体制に多様な支援機関等が参画しており、ロールモデルとな

る地域企業の DX 実現に向けた支援事例が多くあるか、支援体制に必要な要素に関する

有益な知見が得られるかという観点を評価指標とした。 

「②DX 実現に向けた支援の方針が構想段階ではなく実行しているか」については、

次年度以降に横展開することを見据え、DX 支援体制がコンセプトの発信や行動計画を

検討している等の構想段階ではなく、実際に地域企業への支援を開始し、ロールモデル

となり得る支援実績が多くあるかという観点を評価指標とした。 

 

 

 

 

図 ２-1 調査対象地域の選定指標 
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上記の評価指標を元に検討した結果、新潟県と九州地方の 2 つを調査対象地域として

選定した。 

新潟県については、①の評価指標において、新潟県庁と外郭団体のにいがた産業創造

機構を中心とした DX 支援体制や、⻑岡 IoT イノベーション・ハブ、燕市 IoT 推進ラボ

等、地域企業の DX 実現に向けた支援を、多様な支援機関が連携して行っている事例が

多く存在していること、また、②の評価指標において、いずれも構想段階ではなく、一

定の支援実績が存在していることに加え、新潟県庁独自で予算を措置して DX 実現に向

けて支援している等、強い熱意をもっていることを踏まえ、有望な調査対象地域である

と判断した。 

九州地方については、①の評価指標において、福岡県庁と福岡県中小企業生産性向上

支援センターを中心とした連携支援体制や、北九州 DX 推進プラットフォーム、九州

ADS 育成コンソーシアム等、地域企業の DX 実現に向けた支援を、多様な支援機関が連

携して行っている事例が多く存在していること、また、②の評価指標において、いずれ

も構想段階ではなく、一定の支援実績が存在していることに加え、福岡市、九州経済連

合会等の強い熱意をもつ主体が数多く存在していることを踏まえ、有望な調査対象地域

であると判断した。 
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３. 地域に根差した産学官金が一体となった主体によるDX支援事例

に関する調査 

 調査対象主体の選定  

調査対象地域とした「新潟県」と「九州地方」において、具体的に調査する事例を選

定するための選定指標を設定した。その際、調査結果が、地域の DX 支援体制に必要な

要件の導出につながる有効な事例であることが重要であるため、「図 ３-1 調査対象の

選定指標」に示すとおり、「①地域企業に対して実施する支援内容がより効果的である

か」、「②多様な産学官金の支援機関で構成されているか」、「③地域企業に対する DX 実

現に向けた支援実績を十分に有しているか」の 3 つを設定した。 

「①地域企業に対して実施する支援内容がより効果的であるか」では、実施する支援

が、単なる IT ツールの導入等ではなく、地域企業の DX 実現に資する内容であり、有益

なインプットの獲得につながるかという観点を評価指標とした。 

「②多様な産学官金の支援機関で構成されているか」では、様々な産学官金の主体が

数多く参画していることで、多様なソリューションを活用した DX 実現に向けた支援事

例が存在し、有益なインプットの獲得につながるかという観点を評価指標とした。 

「③地域企業に対する DX 実現に向けた支援実績を十分に有しているか」では、地域

企業に対する数多くの支援実績を有しており、その支援事例の調査を通じて、DX 支援

体制に必要な要素等の導出につながる有益なインプットの獲得につながるかという観点

を評価指標とした。 

これらの３つの観点で評価した結果、「新潟県」では新潟県庁が中心となり実施して

いる支援活動の「新潟県 第 4 次産業革命分野・デジタルイノベーション創出連携支援

計画」を、「九州地方」では福岡県庁が実施している支援活動や北九州市役所が中心と

なり実施している支援活動の「北九州市 DX 推進プラットフォーム」を調査対象事例と

することとした。 

図 ３-1 調査対象の選定指標 
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 新潟県 第 4 次産業革命分野・デジタルイノベーション創出連携支援計

画における連携支援体制の概要 

３－２－１. DX 支援体制構築に関する背景及び概要 

新潟県では、官民連携での新潟県内産業の DX 実現を目指して、新潟県が実施すべき

施策を体系的に整理し、企業経営者の DX 実現に向けた行動指針を提示するため、令和

2 年度に「県内産業デジタル化構想策定事業」を実施している。当事業における企業へ

のヒアリング調査において、多くの新潟県内企業では、DX 推進人材の不足の他、DX 実

現によるビジネス変革の必要性を感じているものの、課題の明確化等で躓き、なかなか

実行に踏み出せない状況であることが判明しており、地域企業に DX 実現の一歩目を踏

み出させるためには、どのようにすればよいかという点について課題を抱えていた。 

 この課題を解決するため、「図 ３-2 新潟県の支援計画における DX 支援体制の概

要」で示すとおり、新潟県庁やにいがた産業創造機構を中心に、新潟県工業技術総合研

究所、新潟県立テクノスクール、第四北越銀行等の地域金融機関や商工団体等、新潟大

学等の地方大学等、産学官金の幅広い支援機関等で DX 支援体制を構築し、AI・IoT 等

の第 4 次産業革命技術の導入・活用による効率化や省力化等の生産性向上を更に推し進

めるとともに、こうした技術と地域資源等を組み合わせて、新しい価値を顧客に提供す

る新たなビジネスモデルやサービスの開発・構築を目指している。 

図 ３-2 新潟県の支援計画における DX 支援体制の概要 
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３－２－２. DX 支援体制における支援概要 

「図 ３-3 新潟県の支援計画における支援概要」に示すとおり、「新潟県 第 4 次産業

革命分野・デジタルイノベーション創出連携支援計画」における支援概要を、ビジネス

モデルキャンバスを軸に整理した。以下に要素別の概要を記述するが、詳細は、「【報告

書別添 1】新潟県における DX 支援体制レポート」を参照されたい。 

 顧客セグメント/価値提案/主要活動 

顧客セグメントは、主に新潟県内のユーザー企業と IT ベンダー等であり、これらを対

象に支援している。 

ユーザー企業に対しては、経営層及び実務担当者向けにそれぞれ DX をテーマとした

セミナーの開催を通じた DX 実現への機運醸成や、企業の DX 実現に向けた潜在的な課

題の発掘や推進計画の策定から適切な IT ツール等の導入までを伴走型で支援する DX 伴

走アドバイザー派遣事業、企業の IT ツールの導入等に要する費用負担を支援するデータ

利活用型設備導入支援事業、製造現場にて活用可能なデジタル技術等のスキル育成を目

指した⻑岡モノづくりアカデミー等を実施している。 

IT ベンダー等に対しては、複数の IT ベンダー等で構成された共同事業体に対して、

DX 推進試作開発支援事業を通じたデジタル技術を活用した新製品開発に要する費用へ

助成金の給付や、ユーザー企業と IT ベンダー等のマッチング支援を通じたユーザー企業

開拓の支援を実施している。 

 チャネル/顧客との関係 

主なチャネルとしては、新潟県内新聞等の地域メディアでの周知や、1,000 社程度の

新潟県内のユーザー企業が参加する NICO クラブ内での周知、DX 支援体制を構成する

主要パートナーからの紹介等があり、これらを通じて支援先企業の開拓を行っている。

また支援実施後は、新たな支援ニーズをもとにした支援や、支援を通じて DX が一定実

現された企業に対するセミナー講師の登壇依頼等、支援先企業と⻑期的な関係性の構築

を行っている。 

 主要リソース 

人的リソースとしては、にいがた産業創造機構の職員や、IT コーディネーター、中小

企業診断士の有資格者、大学の教授等に準ずる職にある方に委嘱している非常勤専門家

や DX 伴走アドバイザーで構成される。モノのリソースとしては、現在はまだ開発段階

であるものの、今後 DX 実現に向けた支援ノウハウを集約・共有するデータベースの活
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用が想定されている。 

 主要パートナー 

新潟県庁やにいがた産業創造機構を中心に、主要パートナーとして、新潟県立テクノ

スクール、新潟県工業技術総合研究所、地域金融機関等、新潟大学をはじめとした地方

大学等と連携した支援体制を構築している。また各主要パートナーは、独自の支援活動

も展開しながら、新潟県内企業の DX 実現に向けた支援をしている。 

 コスト構造/収益の流れ 

支援活動にて発生する主なコストの負担については、一部の事業収入を除いて、主に

地方創生推進交付金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等の国からの

予算を含めた新潟県庁の一般財源を活用している。 

 

 九州地方における DX支援体制の概要 

３－３－１. DX 支援体制構築に関する背景及び概要 

九州地方では、九州経済連合会等の経済団体が九州各県の支援機関に対して、DX 実

現に向けた戦略等を提示し、各県や市町村等の自治体で具体的な支援を推進している。

そのため、九州全域をカバーする主要な経済団体等の調査に加え、九州内で、特に多様

図 ３-3 新潟県の支援計画における支援概要 
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な産学官金の支援機関が参画し、DX 実現に向けた効果的な支援を実施していると考え

られる福岡県に着目し掘り下げることとした。 

九州地方における DX 実現に向けた取組として、「福岡県」では、福岡県中小企業生

産性向上支援センターを中心とした支援体制を構築し、福岡県内中小企業の DX 実現に

向けた支援を行っている。また、「北九州市」でも、独自に DX 支援体制を構築し、市

内企業の DX 実現に向けて支援している。「福岡県」で構築している DX 支援体制は、

「図 ３-4 福岡県内の DX 推進に向けた連携体制の概要」で示すとおり、福岡県庁と福

岡県中小企業生産性向上支援センターを中心に、福岡県プロフェッショナル人材センタ

ー、福岡県工業技術センター、福岡県知的財産支援センター、地域金融機関や商工団体

等、産官金の幅広い支援機関等で連携した支援体制を構築し、人材、技術、知的財産

等、福岡県内企業の抱える様々な課題に対して連携した支援を実施し、福岡県内企業の

生産性向上を目指している。 

さらに九州全域では、「九州経済連合会」や「九州オープンイノベーションセンタ

ー」等を含めた 6 つの経済団体で「九州経済を考える懇談会」を構成しており、DX 等

を含めた九州経済の重要な課題と具体的な政策を打ち出している。九州全域では「図 

３-5 九州地方全体での DX 推進に向けた連携構想の概要」で示すとおり、福岡県庁や

北九州市役所を中心とした地域の支援体制と「九州経済を考える懇談会」とが適宜連携

することで、地域企業の DX 実現に向けた先進的な支援事例の創出を目指している。 

 

図 ３-4 福岡県内の DX 推進に向けた連携体制の概要 
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３－３－２. DX 支援体制における支援の概要 

「図 ３-6 福岡県と福岡県中小企業生産性向上支援センターを中心とした DX 支援の

概要」に示すとおり、福岡県庁と福岡県中小企業生産性向上支援センターを中心とした

支援の概要を、ビジネスモデルキャンバスを軸に整理した。以下に要素別の概要を記述

するが、詳細は、「【報告書別添 2】九州地方における DX 支援体制レポート」を参照さ

れたい。 

 顧客セグメント/価値提案/主要活動 

顧客セグメントは、ものづくり中小企業を中心とした福岡県内企業であり、これらを

対象に支援している。 

例えば、福岡県庁が中心となって実施している「ものづくり中小企業におけるデジタ

ル人材育成セミナー」を通じて、DX 実現への機運醸成や社内の DX 推進人材の育成を

支援している。また、福岡県中小企業生産性向上支援センターが中心となって実施して

いる伴走支援は、福岡県内中小企業の生産性向上を目的として、生産性向上支援計画の

策定や計画の実行を支援している。支援先企業の課題発掘から、課題解決に適した他の

支援機関の紹介や IT ベンダー等とのマッチング、DX 実現段階では商工会や商工会議所

が実施する補助事業の紹介や補助金の申請書作成を支援している。なお、福岡県中小企

業生産性向上支援センターが実施する伴走支援では、技術的な課題に関する支援の他に

も、支援先企業内の DX 推進体制の整備に関する助言等も行っている。 

 チャネル/顧客との関係 

主なチャネルとしては、展示会・寄稿・HP 等での周知や、支援事例集の配布、他の

図 ３-5 九州地方全体での DX 推進に向けた連携構想の概要 
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県内支援機関からの紹介があり、これらを通じて支援先企業の開拓を行っている。ま

た、一過性の支援に終わらず、企業自らが改善に取り組む文化を醸成するように、効果

が定着するまで何度も支援している。 

 主要リソース 

人的リソースとしては、福岡県中小企業生産性向上支援センターの診断スタッフや生

産性アドバイザーがある。診断スタッフは福岡県中小企業診断士協会から選出されてお

り、支援を申し込まれた地域企業に訪問して課題をヒアリングし設定している。その

後、福岡県内大手企業の現役・OB である生産性アドバイザーが支援先企業を訪問し、

生産性向上を目的とした DX 実現を支援している。モノのリソースとしては、これまで

の支援実績を元に作成した支援手順をまとめたフレームワークがある。 

 主要パートナー 

福岡県庁と福岡県中小企業生産性向上支援センターを中心に、主要パートナーとし

て、福岡県工業技術センター、福岡県プロフェッショナル人材センター、福岡県知的財

産支援センター、地域金融機関や商工団体等と連携した支援体制を構築している。各主

要パートナーは、独自の支援活動も展開し、福岡県内企業の DX 実現に向けて支援して

いる。 

 コスト構造/収益の流れ 

支援活動にて発生する主なコストは人件費や出張費、諸経費等の運営費であり、これ

らは主に県庁の予算で負担しており、一部は国の予算も活用している。 

図 ３-6 福岡県と福岡県中小企業生産性向上支援センターを中心とした DX 支援の概要 
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また、福岡県の別の事例として「北九州市 DX 推進プラットフォーム」における DX

実現に向けた支援についても調査した。支援の概要は「図 ３-7 北九州市 DX 推進プラ

ットフォームの活動内容及び推進体制」に整理した。 

 支援対象/支援内容 

「北九州市 DX 推進プラットフォーム」は北九州市内の中小企業を対象に支援してお

り、DX 実現を希望する企業が 100 社以上登録されている。主要活動は DX に関する人

材育成セミナーや専門家による伴走支援、北九州市内企業と IT ベンダー等とのマッチン

グ、IT ツール等の導入に要する費用の補助がある。具体的には、人材育成セミナーで

DX 実現に向けた機運の醸成を喚起し、DX 実現に向けた準備として、相談員による事前

ヒアリング及び「北九州市 DX 推進プラットフォーム」内の「北九州デジタル化支援コ

ンソーシアム」に登録されている専門家の派遣（最大 4 回）、その後、DX 推進サポート

企業として登録されている市内外の IT ベンダー等とのマッチングを実施している。ま

た、DX 実現に向けて IT ツール等の導入に要する費用を補助している。 

 支援人材 

「北九州市 DX 推進プラットフォーム」は北九州市役所と北九州産業学術推進機構が

共同事務局となり開設されたものである。企業へ派遣される専門家は、「北九州市 DX 推

進プラットフォーム」内の「北九州デジタル化支援コンソーシアム」に登録されてお

り、IT ベンダーに加え、金融機関等の様々な人材を有している。その後、企業の課題に

合わせて、「北九州市 DX 推進プラットフォーム」に登録されている市内外の IT ベンダ

ー等とのマッチングを行っている。 

図 ３-7 北九州市 DX 推進プラットフォームの活動内容及び推進体制 
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 事例調査によって得た示唆 

「新潟県」、「九州地方」における DX 支援体制の調査結果から、地域企業の DX 実現

に向けた支援体制に共通する成功要件を導出した。その結果、成功要件は、「①多様な

支援主体が、DX のゴールに向けたステップを漏れなく、一気通貫で支援している」、

「②伴走型支援により本質的な課題を発掘し、各社の課題解決に向けて支援してい

る」、「③DX 支援体制にて、地域企業を支援するのに支援人材を確保している」、「④地

域内で各支援機関が DX 支援体制を構築し、その体制内で連携を実施している」の 4 つ

と考えられる。 

３－４－１. 成功要件①：多様な支援主体が DX のゴールに向けたステップをモレなく、一

気通貫で支援している 

「図 ３-8 成功要件①の概要」に示すとおり、前提として、DX 実現に向けたステッ

プを、経済産業省が取りまとめる DX レポート２をもとに「DX の認知・理解」、「業務

のデジタル化」、「DX 推進体制の整備」、「DX 戦略の策定」、「DX 戦略の実行・評価」、

「DX 推進体制基盤の強化」の 6 つに整理している。これら 6 つのステップで企業が抱

く課題に対して、DX 支援体制に参画する産学官金の各支援機関の強みを生かして、企

業のデジタル化の状況に合わせて、漏れなく一気通貫で支援する体制を構築する点を成

功要件の 1 つとした。 

 

図 ３-8 成功要件①の概要 
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３－４－２. 成功要件②：伴走型支援により本質的な課題を発掘し、各社の課題解決に向け

て支援している 

「３－２－１DX 支援体制構築に関する背景及び概要」に示すとおり、企業が DX 実

現の過程で一番躓くポイントは、自社の DX 実現に向けた課題を特定して計画を策定す

るフェーズである。そのため、支援機関等が従来から提供してきた、企業が自身で明確

化した課題に対してのみの支援では十分ではない。このことから「図 ３-9 成功要件②

の概要」に示すとおり、支援機関等に求められる支援は、DX 実現に向けた課題を明確

化する段階から支援を開始し、経営者との対話と傾聴の繰り返しを通じて、企業自身で

は気づかない本質的な課題を明確化させ、各社の課題に適した打ち手の立案を行う等の

伴走支援であり、このような伴走支援を企業に提供している点を成功要件の 1 つとし

た。 

３－４－３. 成功要件③：DX 支援体制にて、地域企業を支援するのに支援人材を確保して

いる 

支援を実施する際に必要なリソースの観点では、特に支援人材の不足が各 DX 支援体

制において課題となることが多い。一方で、新潟県庁では、新潟県内の IT コーディネー

ターが活動する組織である ITC 新潟のネットワークの活用や公募を通じて、IT コーディ

ネーターや中小企業診断士等の有資格者、大学の教授等に準ずる職にある人材を支援人

材として確保している。福岡県では、福岡県中小企業診断士教会や大手企業に対して、

人材の出向等の依頼を行い、各企業にて適任と判断された人材を支援人材として確保し

図 ３-9 成功要件②の概要 
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ている。このように「図 ３-10 成功要件③の概要」に示すとおり、自らのネットワー

クを活用し、支援人材の確保を実施している点を成功要件の１つとした。 

 

３－４－４. 成功要件④：地域内で各支援機関が DX 支援体制を構築し、その体制内で連携

を実施している 

「図 ３-2 新潟県の支援計画における DX 支援体制の概要」に示すとおり、新潟県で

は、にいがた産業創造機構を中心とした DX 支援体制内で、地域企業の DX に関する課

題の共有や DX に関する研修メニューの共有等を実施している。また、福岡県では、「図 

３-4 福岡県内の DX 推進に向けた連携体制の概要」に示すとおり、福岡県中小企業生

産性向上支援センターを中心とした DX 支援体制内で、地域企業の DX に関する課題の

共有や IoT の導入を支援するためのセンサーやカメラ等のツールの共有等を実施してい

る。このような DX 支援体制に参画する産学官金の支援機関間で密に連携し、支援の質

の向上を目指している点を成功要件の１つとした。 

 

 

 

 

図 ３-10 成功要件③の概要 
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図 3-2 新潟県の支援計画における DX 支援体制の概要（再掲） 

図 3-4 福岡県内の DX 推進に向けた連携体制の概要（再掲） 
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４. 地域DX支援主体の連絡会議の開催及び支援体制の在り方に関す

る調査 

 連絡会議の目的 

3 章の「地域に根差した産学官金が一体となった主体による DX 支援事例に関する調

査」で調査対象とした、新潟県、福岡県の DX 支援体制において、その中核を担ってい

る「新潟県庁」と「にいがた産業創造機構」、「福岡県庁」と「福岡県中小企業生産性向

上支援センター」を参加者として連絡会議を開催した。 

開催目的は「図 ４-1 連絡会議の目的」に示すとおり 2 つあり、1 つ目は、新潟県、

福岡県の各 DX 支援体制が実施している先進的な DX 支援事例を互いに共有し合うこと

で、自身の支援活動を効果的に実施するための新たな気づきを与えることである。ま

た、2 つ目は、「地域に根差した産学官金が一体となった主体による DX 支援事例に関す

る調査」における調査結果をもとに参加者との意見交換を行うことによって、DX 支援

体制に必要な要素を得ることである。 

 

 連絡会議のアジェンダ 

前述の目的を達成するため、「図 ４-2 連絡会議におけるタイムスケジュール」で示

すとおり、合計 3 時間の連絡会議アジェンダを設計した。特に重要なアジェンダであっ

た「福岡県、新潟県による先進的な DX 支援事例の紹介」と「意見交換」について、以

図 ４-1 連絡会議の目的 
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下に具体的な内容を示す。 

 

４－２－１. 福岡県、新潟県による先進的な DX 支援事例の紹介の具体的内容 

「福岡県、新潟県による先進的な DX 実現に向けた支援事例の紹介」では、連絡会議

にご参加いただいた「新潟県庁」と「にいがた産業創造機構」、「福岡県庁」と「福岡県

中小企業生産性向上支援センター」から、「①提供支援概要」、「②具体的支援事例」、

「③支援において生じた課題と工夫」の 3 つの観点で、自身の DX 支援体制における支

援内容をご紹介いただいた。 

具体的には、「①提供支援概要」では、支援の全体感を参加者に理解してもらうため

に、どのような業界の企業に対し、どのような支援を通じて、どのような価値を提供し

ているかについて、詳細をご説明いただいた。 

「②具体的支援事例」では、連絡会議の参加者が、支援イメージをより具体的に理解

できるよう、これまで支援した企業の中でも特に有効な事例として、どのような課題を

持つ企業に対し、どのような支援を行ったのか等について、詳細をご説明いただいた。 

「③支援において生じた課題と工夫」では、今後、参加者が実施する支援の一助とな

る新たな気づきを与えるため、DX 実現に向けて支援するなかで、地域企業や支援機関

が直面している課題や、その課題の克服のために実施している工夫について、詳細をご

説明いただいた。 

図 ４-2 連絡会議におけるタイムスケジュール 
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４－２－２. 意見交換の内容 

意見交換では、「図 ４-3 意見交換時の 3 つのテーマ」で示すとおり、「①地域企業が

目指すべき DX のゴールイメージとステップ」、「②DX 実現に向けて地域企業が抱える

課題に対する支援内容・体制の現状」、「③地域企業の DX 実現を支援する各主体の役割

とあるべき姿」の 3 つをテーマに設定した。 

 

 地域企業が目指すべき DX のゴールイメージとステップ 

「①地域企業が目指すべき DX のゴールイメージとステップ」では、DX 支援体制の

あるべき姿や成功要件を議論する際の前提として、主に「地域企業の目指すべき DX の

ゴール」と「DX のゴールに向けたステップ」の 2 つを説明し、認識の共有を図った。 

「地域企業の目指すべき DX のゴール」では、「図 ４-4 地域企業の目指すべき DX

のゴール」に示すとおり、①デジタル技術を通じて収集したデータの活用による自社が

取り組むべき課題の発見、②解決するための戦略の構築、③商品・サービスや組織体制

等の変革、の 3 つを高速で実施することができる企業に変革することが、目指すべき

DX の姿と定義した。意見交換の際は、参加者から、提示した地域企業の目指すべき DX

のゴールについて同意を得られた一方、中小企業では上記のようなロールモデルとなる

企業は限られており、DX の前段階であるデジタイゼーション、デジタライゼーション

を目指す企業が大半であることも指摘された。そのような企業に対しては、いきなり理

想像を目指すことが必ずしも望まれるものではなく、デジタル化の段階に応じた適切な

図 ４-3 意見交換時の 3 つのテーマ 
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目標を設定し、支援することが必要との意見があった。 

 

「DX のゴールに向けたステップ」では、「図 ４-5 DX のゴールに向けたステップ」

に示すとおり、経済産業省の DX レポート２における「超短期的対応」、「短期的対応」、

「中⻑期的対応」の各項目をもとに、「DX の認知・理解」、「業務のデジタル化」、「DX

推進体制の整備」、「DX 戦略の策定」、「DX 戦略の実行・評価」、「DX 推進体制基盤の強

化」の 6 つのステップを定義した。意見交換の際は、提示した DX のゴールに向けた６

つのステップについて、参加者から同意を得られた。ただし、「DX 推進体制基盤の強

化」の 1 要素である DX 人材の確保については、効果の発現に時間を要するため、後段

のステップに整理すること自体に違和感はないものの、行動自体は DX 実現を目指す初

期の段階から始めることも重要ではないかとの意見もあった。 

図 ４-4 地域企業の目指すべき DX のゴール 
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 DX 実現に向けて地域企業が抱える課題に対する支援内容・体制の現状 

「②DX 実現に向けて地域企業が抱える課題に対する支援内容・体制の現状」では、

「図 ４-6 目指すべき DX のゴールに向けた各ステップにおける課題」で示すとおり、

6 つのステップにおける地域企業の課題を、ヒアリング調査結果や文献調査結果に基づ

いて整理し、提示した。また、「３－４事例調査によって得た示唆」に示した、新潟県

と福岡県における DX 支援体制の調査を通じて導出した４つの成功要件の仮説を提示し

た。 

意見交換では、提示した目指すべき DX のゴールに向けた各ステップの課題や、４つ

の成功要件の仮説について、参加者から同意が得られた。一方で、提示した成功要件に

対して主に 2 つの意見があった。１つ目に、②の伴走型支援に関する成功要件につい

て、伴走型支援を行うためには大規模な予算が必要であり、現在は必要な原資の大半を

国や県の予算等で賄っている現状への問題提起である。今後も大規模な予算を投じて伴

走支援を行い続けることは困難であり、DX 実現をいかに企業が自立的に行えるように

するかについても検討が必要という意見があった。２つ目に、③の支援人材に関する成

功要件について、AI・IoT 等の先端技術に関する専門性をもつ人材だけでなく、企業の

現状把握や DX に関する潜在的な課題発掘を通じて、適切な支援を提供できる支援機関

につなぐ「コーディネーター」としての役割を担う人材が必要である等の意見があっ

た。 

図 ４-5 DX のゴールに向けたステップ 
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 地域企業の DX 実現を支援する各主体の役割とあるべき姿 

「③地域企業の DX 実現を支援する各主体の役割とあるべき姿」では、「図 ４-7 各

支援主体の役割と支援体制のあるべき姿の仮説」に示すとおり、新潟県と福岡県におけ

る支援体制の現状や各支援主体の主な強み等をもとに、各支援主体が担うべき役割の仮

説を提示した。意見交換の際は、提示した地域企業の DX 実現を支援する各主体の役割

とあるべき姿について、参加者から同意が得られた。また、あるべき姿の実現に向けた

取組として主に 2 つの意見があった。1 つ目に、官のみで全ての中小企業を支援するこ

とは支援人材等のリソース不足で難しいため、地域商社や商工団体、金融機関等との連

携が重要という意見があった。また、2 つ目に商工会議所等の経営指導員や地方銀行に

対して、地域企業を支援する際の課題分析手法等のノウハウを伝える人材育成事業の実

施も検討する必要があるという意見があった。 

図 ４-6 目指すべき DX のゴールに向けた各ステップにおける課題 
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 事例調査及び連絡会議の結果を踏まえて得た示唆 

「３－４事例調査によって得た示唆」にて示した４つの成功要件については、連絡会

議における参加者の意見等を踏まえて見直しを行い、最終的に「WHO（支援人材）」、

「WHAT（支援内容）」、「HOW（支援体制）」の３つの要素として整理した。 

具体的には、③の支援人材に関する成功要件は「WHO（支援人材）」として再整理し

た。②の伴走型支援に関する成功要件は、「WHAT（支援内容）」として再整理した。①

と③の成功要件は、①の成功要件における DX 支援体制内の各支援機関の役割を明確化

することで、モレなく一気通貫の支援が実現できる体制の構築が重要である点と、④の

成功要件における DX 支援体制内の支援機関間でノウハウを共有する等の密な連携を実

現する体制の構築が重要である点では、求められる DX 支援体制という観点で共通する

ため、「HOW（支援体制）」として１つにまとめて再整理した。 

「WHO（支援人材）」の観点では、連絡会議における、先進的な技術に関する専門性

を持つ人材に加えて、企業の課題発掘や適切な支援機関につなぐ役割の人材が必要であ

るという意見等を踏まえ、「コーディネーター」と「スペシャリスト」の 2 種類の人材

の育成・確保が重要である。「コーディネーター」は、地域企業への伴走支援を通じた

潜在的な経営課題の発掘や、支援ニーズに応じた適切なスペシャリストにつなぐ役割を

担う人材である。また、「スペシャリスト」は、経営やデジタルに関する専門的な知見

図 ４-7 各支援主体の役割と支援体制のあるべき姿の仮説 
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を活用して地域企業の具体的な DX 実現を支援する人材であり、上記の 2 種類の人材が

それぞれの役割のもと適切に連携し合うことで、効果的な支援が実現できる。 

「WHAT（支援内容）」の観点では、DX 実現においては課題の明確化の段階でつまず

く企業が多く存在していることや、連絡会議における企業の DX に向けた活動の自走化

を支援する必要があるという意見等を踏まえ、経営者との対話と傾聴を通じて、企業自

身では気づかない本質的な課題を明確化させることによる適切な課題設定から、その課

題に適した打ち手の立案を行う等の支援を伴走型で実施することが重要である。 

「HOW（支援体制）」の観点では、連絡会議における、官のみではなく地域商社や金

融機関、商工団体等の幅広い支援機関を巻き込むことが重要であるという意見等を踏ま

え、産学官金の各支援主体の強みを生かした DX 支援体制を構築し、「４－２－２（１）

地域企業が目指すべき DX のゴールイメージとステップ」に示した６つのステップを、

漏れや重複なく一気通貫で支援することが重要である。また提供する支援の質をより高

めるため、DX 支援体制内で、企業の支援ニーズや、過去の支援実績、支援ノウハウ等

の情報を共有する仕組みを構築することも望まれる。 

図 ４-8 企業の DX 実現に向けた産学官金の DX 支援体制の在り方 
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５. 地域企業や支援機関等のDX理解促進を目的とした勉強会等の開

催 

 各勉強会の目的 

地域企業の DX 実現には、地域企業が明確な DX のゴールイメージを持ち、IT ベンダ

ー等や地域の支援機関が DX の本質や実現に向けた支援ノウハウの理解を深めることが

重要である。そのため、調査対象地域である新潟県、九州地方において「地域企業向

け」、「支援機関等向け」、「IT ベンダー等向け」の３種類の勉強会を実施した。地域企業

向けの勉強会では、DX 実現における主な課題及びその解決法、先進事例等を学ぶこと

で、DX 実現の必要性を感じているものの、具体的な取組を実施できずにいる地域企業

の DX 実現に向けた行動指針を明確化させることを目的として実施した。支援機関等向

けの勉強会では、連絡会議で明確化した DX 支援体制に必要な要素や、DX 実現に向け

た支援における主な課題と解決に向けた取組方法を理解することで、地域企業へ適切な

支援を可能にすることを目的として実施した。IT ベンダー等向けの勉強会では、地域企

業の DX 実現に求められる IT ベンダー等の役割を理解し、求められているニーズに応じ

た提案を行っていくためのビジネスモデルの変革の第一歩を踏み出させることを目的と

して実施した。 

 

 地域企業向け勉強会 

本勉強会は、新潟県及び九州地方の主要産業の中で、デジタル化が比較的進んでお

り、DX 実現に向けた取組に着手しやすいと考えられる、製造業を営む地域の中小企業

を主な対象層として実施した。 

５－２－１. コンテンツのアジェンダ設計 

前述した地域企業向け勉強会の目的を達成するためには、「図 ５-1 地域企業向け勉

強会におけるアジェンダ設計の概要」に示すとおり、「なぜ DX 実現が必要なのか

（WHY）」、「何を目指して DX を実現するべきか（WHAT）」、「どのように DX を実現さ

せていくべきか（HOW）」を適切にご理解いただくことが重要である。そのため、勉強

会コンテンツとしては「①DX が注目される背景とその重要性（WHY）」、「②目指すべ

き DＸのゴールとたどり着くまでの推進プロセス（WHAT）」、「③DX 実現に向けた戦略

策定の方法（HOW）」、「④DX 推進体制の構築手法や必要なスキル等（HOW）」、「⑤DX

実現に向けて活用可能な制度と、地域の支援機関のご紹介（HOW）」の 5 つをアジェン

ダとして設計した。 
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５－２－２. 勉強会実施結果 

地域企業向けの勉強会には、新潟県から 10 名、九州地方から 11 名の合計 21 名に参加

いただいた。参加者の企業規模は、「20 名以下」「21 名以上 300 名以下」「301 名以上

1,000 名以下」と様々であったが、「21 名以上 300 名以下」の規模の企業が約半数と最も

多く、また、約 9 割が参加前から DX の危機感を感じていた。参加者の DX 実現に向け

た取組状況は、「デジタル化を含め取り組んでいない」「デジタル化のみ取り組んでい

る」「DX に取り組んでいる」の 3 段階では、「デジタル化のみ取り組んでいる」が約半

数を占めており最も多かった。 

勉強会では、ケースワークを含めたワークショップを実施したが、「図 ５-2 地域企

業向け勉強会におけるワークショップの概要」に示すとおり、参加者同士の活発な議論

が行われた。「DX の必要性を感じる場面」の議論では、①人材不足の状況での生産に工

夫が必要となった時、②リモートワークへの対応が必要となった時、③業務の属人化が

散見される時、の 3 点が主に挙げられた。また、「DX 実現に向けた課題」の議論では、

①DX 実現の方向性と、②経営者や従業員に対する理解促進の方法の 2 点が分からない

という意見が主に挙げられた。その後のケースワークでは、DX 実現に向けて悩む架空

の中小企業を題材に、「改善すべき業務上の課題」と DX やデジタル化による「課題の解

決方法」に関して、参加者同士で議論した。 

 

図 ５-1 地域企業向け勉強会におけるアジェンダ設計の概要 
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勉強会後に参加者へ実施した調査では、約 9 割の参加者が自社の DX 実現に向けての

行動指針が明確になったと回答した。特に、DX 実現に向けて先進的に取組んでいる企

業の登壇や、具体的なツール及び内部体制構築に関する知見を学べたことが好評であっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５-2 地域企業向け勉強会におけるワークショップの概要 
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 支援機関等向け勉強会 

本勉強会は、新潟県や九州地方の地域商社や商工団体、外郭団体、大学、金融機関等

の地域企業の DX 実現に向けて支援する産学官金の各支援機関を対象層として実施し

た。 

５－３－１. コンテンツのアジェンダ設計 

前述した支援機関等向け勉強会の目的を達成するためには、「図 ５-3 支援機関等向

け勉強会におけるアジェンダ設計の概要」に示すとおり、「なぜ企業の DX 実現を支援す

る必要があるのか（WHY）」、「今後、実現すべき支援や構築すべき DX 支援体制はどの

ようなものか（WHAT）」、「支援や DX 支援体制をどのように整備するか（HOW）」を適

切にご理解いただくことが重要である。そのため、「①企業を取り巻く環境変化と DX 推

進の重要性（WHY）」や「②目指すべき DX のゴールまでの推進プロセスと課題

（WHAT）」、「③産官学金の各支援主体の支援事例紹介（WHAT）」、「④地域企業の DX

実現に向けたあるべき姿の支援体制構築における成功要件（HOW）」、「⑤経済産業省が

実施を予定する事業の概要（HOW）」の 5 つをアジェンダとして設計した。 

 

５－３－２. 勉強会実施結果 

支援機関等向けの勉強会には、新潟県から 11 名、九州地方から 15 名の合計 26 名に産

学官金の様々な立場の支援機関から参加いただいた。地域企業に向けて、「DX に関する

啓発セミナー等」や「戦略策定」「課題発掘」「実行支援」「企業間のマッチング」「助成

図 ５-3 支援機関等向け勉強会におけるアジェンダ設計の概要 
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金の給付」等の支援を実施している支援機関が参加したが、特に「DX に関する啓発セ

ミナー等」を実施している支援機関が多かった。 

勉強会では、全 2 回のワークショップを実施して、「図 ５-4 支援機関等向け勉強会

におけるワークショップの概要」に示すとおり、参加者同士の活発な議論が行われた。

「地域企業の DX 実現を支援する上での連携の意義」と「産学官金での連携方法」の議

論では、産学官金における役割分担の明確化や各支援機関間の情報連携が必要という意

見が主に挙げられた。また、地域企業の DX 実現を「産学官金で連携して支援する際の

課題」と「課題解決のための対応」の議論では、持続可能な支援のための仕組みづくり

や、支援機関間で目的を統一した支援や役割分担、支援人材の確保、企業の課題に応じ

た適切な支援を提供するためのプラットフォームの構築の 4 つの必要性に関する意見が

主に挙げられた。 

 

勉強会後に参加者へ実施した調査では、9 割以上の参加者が今後目指すべき支援体制

や更なる支援の高度化に向けた行動指針が明確になったと回答があった。特に、講義や

参加者同士のグループワークを通じて、参加者が各支援機関の活動を数多く把握できた

ことが好評であった。 

 

 

 

図 ５-4 支援機関等向け勉強会におけるワークショップの概要 
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 ITベンダー等向け勉強会 

本勉強会は、新潟県や九州地方における、ユーザー企業の DX の実現に向けた支援の

ニーズに応えることに課題を感じている地域の IT ベンダー等を対象層として実施した。 

５－４－１. コンテンツのアジェンダ設計 

前述した IT ベンダー等向け勉強会の目的を達成するためには、「図 ５-5 IT ベンダー

等向け勉強会におけるアジェンダ設計の概要」に示すとおり、「なぜ既存のビジネスモ

デルを変革する必要があるのか（WHY）」、「今後どのようなビジネスモデルを展開すべ

きか（WHAT）」、「新たなビジネスモデルをどのように実施するか（HOW）」を適切にご

理解いただくことが重要である。そのため、「①ユーザー企業を取り巻く環境変化と DX

実現の重要性（WHY）」や「②従来の受託開発型ビジネスモデルの課題（WHY）」、「③

今後 IT ベンダー等に求められる新たなビジネスモデルの方向性（WHAT）」、「④ビジネ

スモデルの変革を推進する企業の事例紹介（HOW）」、「⑤経済産業省が実施を予定する

事業の概要（HOW）」の 5 つをアジェンダとして設計した。 

 

５－４－２. 勉強会実施結果 

IT ベンダー等向けの勉強会には、新潟県から 7 名、九州地方から 10 名の合計 17 名に

参加いただいた。参加者の企業規模は「5 名以上 100 名以下」「101 名以上 200 名以下」

「201 名以上 300 名以下」「301 名以上 1,000 名以下」と様々であった。参加者が現在提

図 ５-5 IT ベンダー等向け勉強会におけるアジェンダ設計の概要 
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供しているサービスは、「システム等の受託開発」「DX に関する課題発掘」「DX 推進体

制への参画」「DX 戦略策定」と様々であったが、「システム等の受託開発」を行ってい

る IT ベンダー等が最も大きな割合を占めていた。一方で、受託開発を行う従来型のビジ

ネスモデルに対して、程度の差はあるが、全ての参加者が危機感を抱いていた。 

勉強会では、全 3 回のワークショップを実施し、「図 ５-6 IT ベンダー等向け勉強会

におけるワークショップの概要」に示すとおり、参加者同士の活発な議論が行われた。

ワークショップのお題の 1 つ目である「市場環境やユーザーニーズの変化により受けて

いる影響」と「現在感じている課題」の議論では、①開発案件の小規模化が進むことに

よる売上減少等の影響と、②ユーザー企業を支援するための社内リソース不足や DX の

理解不足といった 2 点の課題が主に挙げられた。2 つ目の、「今後、IT ベンダー等が直面

すると考えられる課題に対する対応」の議論では、①IT ベンダー等のコンサル力を強化

することの必要性や、②チームマネジメントやマネタイズを仕組み化することの必要

性、③インフラの運用・保守に関するサービスモデルの変革や保守人員の働き方改革等

を進めることの必要性等の 3 点の意見が主に挙げられた。3 つ目の、「支援先企業の DX

推進体制の構築の支援」と、「戦略策定から実行までの支援」の 2 つに取組むための課

題に関する議論では、①支援先企業の経営層を巻き込み意識変革をすることの必要性

や、②自社に対する期待を変化させることの必要性、③自社内の人材育成の必要性等の

3 点の意見が主に挙げられた。 

 

勉強会後に参加者へ実施した調査では、9 割以上の参加者が今後のビジネスモデル変

革に向けた行動指針が明確化になったと回答された。特に先進的な取組を実施している

IT ベンダーの登壇や参加者同士のグループワークの実施が好評であった。 

図 ５-6 IT ベンダー等向け勉強会におけるワークショップの概要 
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６. 本事業を通した考察 

 今年度事業の総括 

６－１－１. 本年度業務の成果 

本年度の調査における成果としては、主に以下の 3 点が挙げられると考える。 

 

◼ DX 支援体制を構築するための 3 つの必要な要素を整理できたこと 

◼ 連絡会議を通じて、先進的な取組を実施する新潟県や福岡県のより効果的な支

援に向けて新たな気づきを与えられたこと 

◼ 各勉強会を通じて、新潟県と九州地方の地域企業等の DX 実現に向けた知見の

習得の一助となれたこと 

 

 DX 支援体制を構築する際の 3 つの成功要件の定義 

新潟県や九州地方の DX 支援体制に関する調査や、連絡会議における意見交換等か

ら、DX 支援体制に必要な要素として、「WHO（支援人材）」、「WHAT（支援内容）」、

「HOW（支援体制）」の３つを導出した。 

必要な要素を整理したことにより、現在 DX 支援体制の構築を検討する支援機関や、

既に DX 支援体制を構築し、支援を実施している支援機関等に対して、より効果的な支

援を実施するための新しい気づきを与えることができると考える。 

 先進的な取組を実施する新潟県や福岡県の更なる強化に向けた気づきの提供 

連絡会議を通じて、新潟県、福岡県の各 DX 支援体制が実施する先進的な DX 支援事

例を互いに共有し合い、また自身の支援活動において感じている課題に関する意見交換

等を実施した。このような事例共有や意見交換等により、新潟県や福岡県の先進的な取

組の更なる強化に向けた新たな気づきを与えることができたと考える。 

 各勉強会を通じた新潟県と九州地方の地域企業等における DX に関する知見の習得 

「地域企業向け」、「支援機関等向け」、「IT ベンダー等向け」の３種類の勉強会を新潟

県と九州地方の２地域で開催した。地域企業に対しては、自社の DX の方向性を明確化

させることを目的に、DX に関する課題の設定方法や DX 推進体制の構築方法等を説明

した。支援機関等に対しては、より効果的な支援の実施や支援体制を構築するための行
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動指針を明確化させることを目的に、目指すべき DX 実現に向けたプロセスや産官学金

の支援事例の紹介、DX 支援体制の構築に必要な 3 つの要素を説明した。IT ベンダー等

に対しては、新たなビジネスモデルの方向性を明確化させることを目的に、既存の受託

開発型ビジネスモデルの課題や、新たなビジネスモデルの方向性等を説明した。結果と

して、各勉強会の参加者から勉強会の内容に対して高い満足度を得ることができ、新潟

県や九州地方の地域企業等における DX 実現に向けた知見の習得の一助となれたと考え

る。 

 

６－１－２. 今後の検討課題 

我が国の地域企業において DX を実現し、他社との差別化による競争優位性を獲得し

続けるためには、新潟県や九州地方のような先進事例の取組をさらに強化するととも

に、3 つの要素を満たした DX 支援体制を全国で構築することが望まれる。一方で、DX

支援体制が、それぞれの要素を満たすためにはまだまだ多くの課題が存在している。

「WHO（支援人材）」については、潜在的な経営課題の発掘を行う「コーディネータ

ー」や、経営やデジタルに関する専門的な知見を活用して支援を行う「スペシャリス

ト」を育成・確保していく必要がある。また「WHAT（支援内容）」については、一部地

域で伴走支援が実施され始めているものの、支援機関が DX 実現に向けた伴走支援の必

要性をより適切に理解した上で、経営課題の特定等のより本質的な部分から支援する取

組強化が望まれる。「HOW（支援体制）」については、各地域にて DX 支援体制を構築す

る際の旗振り役を明確にしつつ、支援機関の間での情報共有を円滑にするための仕組み

づくりを進めること等が期待される。 
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新潟県では、喫緊で対処すべき社会課題やAI・IoT等の活用に関する課題を解決するため、新潟県と新潟県内の中小企業等を支

援する公益財団法人のNICOを中心に、県内の支援機関と連携した支援体制を構築している。

新潟県とにいがた産業創造機構（NICO）を中心とした連携支援体制の背景・目的

解決すべき課題

連携支援体制構築の目的と概要

上記の課題を解決するため、新潟県やにいがた産業創造機構

(NICO)を中心に、新潟県工業技術総合研究所、新潟県立テクノ

スクール、第四北越銀行等の地域金融機関や商工会等、新潟大

学等の地方大学等の地域の支援機関で連携した支援体制を構築

し、AI・IoT等の第4次産業革命技術の導入・活用による効率化や

省力化等の生産性向上を更に推し進めるとともに、こうした技術と地

域資源等を組み合わせて、新しい価値を顧客に提供する新たなビジ

ネスモデルやサービスの開発・構築を目指す。

社会課題

◼ 少子高齢化の進展

◼ 人口減少による製造現場等での人手不足（県外への人材流出）
◼ 経済規模の縮小

AI・IoT等の活用に関する課題

◼ 多くの企業において、AI・IoTの導入効果の不透明さや人材不足等に
より、その活用を躊躇している

◼ 多くの企業で、DXによるビジネス変革の必要性を感じているが、まだ
取り組んでいない

IT人材の育成や切れ目のない産学連携による支援により、企業のAI、IoT等先端技術の導入を一層促進していく必要がある

未導入段階

効率化段階

高付加価値

創出段階

●生産性向上支援

IoT等を前提としたシステ
ム導入と業務プロセスの
改善等

●高付加価値創出支援

AIの高度利用、データサイエンス
等の知見を融合した新ビジネス
の創出、ビジネスモデルの変革

出所：新潟県第4次産業革命分野・デジタルイノベーション創出連携支援計画をもとにデロイト作成



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.4

新潟県やNICOを中心とした連携支援体制における主な支援内容は、ビジネスモデルキャンバスをもとに以下のように整理した。

新潟県やNICOを中心とした連携支援体制の支援概要

顧客セグメント顧客との関係価値提案主要活動

収益の流れコスト構造

チャネル

主要パートナー

主要リソース

◼ 新潟県内企業(経営層

＆ユーザー層)

◼ 県内ITベンダー等

① DXの機運醸成

➢経営者のDX実現に向けた当事

者意識の醸成

② DX推進計画の策定

➢自社の課題に合致したDX推進

計画の策定を支援

③ DX推進計画の実現支援

➢PoCや全社展開に必要な人材

ヒトや費用等のリソースの確保

④ 社内のDX推進人材の育成

➢社内のDX推進をリードできる人

材を育成

⑤ 新製品開発

➢ ITベンダー等に対し、デジタル化・

DXに資する製品・サービスの開

発・実証に向けた費用等のリソー

ス確保を支援

⑥ ユーザー企業の開拓

➢ユーザー企業とITベンダーの関係

構築を支援

◼ 県内新聞等による広報

◼ NICOクラブ（1000社

程度が参加）での周知

◼ 他の県内の支援機関か

らの紹介

◼ 一度きりの支援でなく、

繰り返し支援

◼ 自社でのDXが一定程

度、実現された企業に

対して、DXセミナー等

への登壇による事例普

及の協力を依頼

◼ 【ヒト】NICO職員、非常勤

専門家、DX伴走アドバイ

ザー

◼ 【モノ】DX支援ノウハウを集

約・共有するデータベース

◼ 【カネ】国、新潟県、NICO

の予算

◼ 新潟県工業技術総合

研究所(①②③④⑤)

➢ AI・IoT等の先端技術

に関する技術支援

◼ 地方大学等(④)

➢ 経営者の意識変革及

びビジネスの高付加価

値化に向けた支援

◼ 新潟県立テクノスクール

(①、④)

➢ AI・IoT等の基礎の習

得を通じたDX推進人

材の育成

◼ 地域金融機関、商工

団体等(②、③)

➢ 総合的な経営課題解

決支援

◼ セミナー、研修の運営費

◼ 企業に対する補助事業費

◼ DX伴走アドバイザーへの謝金（43,200円/1回）等

◼ 地方創生推進交付金、新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金等を活用した新潟県の一般財源

◼ DX伴走アドバイザー派遣事業における企業からの対価収入

01.DX等のセミナー開催 (①④)

02.DX伴走アドバイザー派遣(②、

③)

03.データ利活用型設備導入支

援(③)

04.DX推進試作開発支援(③⑤)

05.長岡モノづくりアカデミー (④)

06.ユーザー企業とITベンダーのマッ

チング(⑥)

※詳細はP5参照

※詳細はP12参照

※詳細はP12参照※詳細はP5参照※詳細はP14～19参照

※詳細はP20参照※詳細はP20参照

※詳細はP7～11参照

※詳細はP13参照

※()内の番号は価値提案との
紐づきを示す

※()内の番号は価値提案との紐づ
きを示す
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新潟県内企業に対し、DXの機運醸成や、DX推進計画の策定、DX推進計画の実現支援、社内DX推進人材育成、県内ITベン

ダーに対し、高度IT人材の育成やユーザー企業の開拓を支援している。

各顧客セグメントへの提供価値と主要活動の関係

業種問わず

県内に所在
する企業

(ユーザー
企業)

県内

ITベンダー

②DX推進計画の策定

変革の必要性を感じているものの、DXの進め方

がわからない企業に対して、自社の課題に合致し

たDX推進計画の策定を支援する。

①DXの機運醸成

県内のDX推進事例の紹介や、具体的なDX推

進ノウハウを伝えることで、経営者等のDX実現に

向けた当事者意識を高める。

③DX推進計画の実現支援

DX推進計画上で、導入予定のAI・IoT等のデジ

タル技術のPoCや、全社展開を行う際に必要な

人材や費用等のリソースの確保を支援する。

顧客

セグメント
提供価値 主要活動

⑥ユーザー企業の開拓

商工会への所属がない等により、ユーザー企業と

のつながりを持ちにくい県内ITベンダーに対し、

ユーザー企業との関係構築を支援する。

連携する主要パートナー

データ利活用型設備導入支

援事業（AI・IoT等のモデル

導入に関する助成金交付）
※詳細はP9参照

03

DX伴走アドバイザー派遣事業
※詳細はP8参照02

DX等のセミナー開催
※詳細はP7参照01

05 長岡モノづくりアカデミー
※詳細はP10参照

ユーザー企業とITベンダーの

マッチング
※詳細はP11参照06 新潟県単独で実施

DX推進試作開発支援事業
※詳細はP9参照04

④社内のDX推進人材の育成

DXの検討方法や、3次元CAD等の具体的なデ

ジタル技術の活用方法等を伝えることで、社内の

DXを推進できる人材を育成する。

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

⑤新製品開発

県内のITベンダーの、デジタル化・DXに資する製

品・サービスの開発・実証に伴う費用等のリソース

の確保を支援する。

地域金融機関、商工団体等

地方大学等
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新潟県やNICOを中心とした連携支援体制における6つの主要活動については、以下に記載する背景事情や検討を経て、実施に

至った。

実施している主要活動の背景

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

6

主要活動 背景

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成

03

データ利活用型設備導入支

援事業（AI・IoT等のモデル

導入に関する助成金交付）

02

DX伴走アドバイザー派遣事業

01

DX等のセミナー開催

05

長岡モノづくりアカデミー

06

ユーザー企業とITベンダーの

マッチング

04

DX推進試作開発支援事業

地域企業における、AI･IoT 関連システムの導入等を通じて得たデータをもとに収集・分析等を行い、付加

価値向上を目指すモデル的な取組を支援することを目的に、県内の「先駆性」を有する案件に対して、更な

る助成金支援を行う必要があった。

県で実施した地域企業へのヒアリング調査を通じて、 DX実現においては、本質的な課題特定や計画策定

が最もつまづく場面と認識し、企業のDX実現に向けた一歩目を踏み出すためには、課題特定段階から伴

走する必要性があった。また、地域の中小企業では、デジタル人材を常時雇用し続ける体力や、任せる仕

事がないことが多く、外部機関が、スポット的にデジタルに関する知見の提供を行う必要があった。

県で実施した地域企業へのヒアリング調査を通じて、DXを実現するためには、経営者のコミットメントが不可

欠であることが明らかとなり、実務担当者だけでなく、経営者の意識改革を積極的に推進する必要があった。

これまで、長岡技術科学大学や長岡工業高等専門学校等と連携し、機械製造業向け人材育成の支援

をしていたが、機械、機器やシステムの高度化に伴い、機械系の支援だけでなく、電気系や先進テクノロジー

に関する支援等の支援範囲を拡大し、より多くの企業の人材育成を支援する必要があった。

新潟県では、創業支援やITベンダー等の誘致に力を入れているものの、地域のユーザー企業と所属するコミュ

ニティが異なるため、企業との接点が持ちにくい課題が生じていた。一方で、地域のユーザー企業（特に中

小企業）も、身近にIT関連の相談が可能なITベンダーとの接点を求めていたことから、県主導でユーザー企

業とITベンダーのマッチングの実施に至った。

企業のDXへの関心が高まっている中で、デジタルやDXの流れに沿った新たなビジネスモデルを創出することで、

地域のITベンダー等の成長を促進することを目的に、（製造業向けの補助金では対象とならないことが多

い）人件費も対象とした新たなITベンダー等向けの助成金支援を行う必要があった。



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.7

新潟県やNICOでは、 DX実現に向け先進的な取組を実践する企業経営者等が講師となり、経営者向けにDXの当事者意識向上

等、実務担当者向けに具体的なDX推進方法の理解等を目的としたセミナーを実施している。

01 DX等のセミナー開催の詳細

DXの効用・効果の理解と当事者意識向上 具体的なDXの推進方法の理解（人材育成）目的

DXの効果や具体的な実施イメージを抱けていない企業の経営者等

を対象に、県内で先行してDXに取り組む企業の実践事例をとりあ

げ、変革に取り組んだ動機や、その過程でどのような阻害要因があ
り、どのように克服してきたか等の情報を提供

概要
実際にDXを推進する実務担当者等を対象に、自社でのDXを検討

するための思考方法やフレームワークを学び、実際に自社の課題をふ

まえたDXを検討するワークショップを実施

例

講師 県内外のAI・IoT等の先進技術、ロボット等を活用したシステムの導入、試作開発等を先進的に取り組んでいる企業の経営者・担当者

経営層向け 実務担当者向け対象

DX等のセミナー
開催

【連携②】

互いのセミナー実施内容を共有し、セミナー内容の重複の
防止やセミナー内容案のインプットに繋げる【連携①】セミナー情報の共有

と周知

主要パートナーとの連携

出所：NICOのHPやヒアリング結果をもとにデロイト作成

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ
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DX伴走アドバイザー派遣事業では、ITコーディネーター等の資格をもつ専門家を、最大5回派遣することで、自社の課題に合致したDX

推進計画の策定を支援している

02 DX伴走アドバイザー派遣の詳細

新潟県内企業

• NICO職員

•非常勤専門家

(ITコーディネーターの資
格を持つ内部知見者)

【相談窓口】

⓪事前相談

①申請書類の提出

⑤負担金(アドバイザーへの謝
金)の振込
⑧派遣修了後、報告書の提出

②事前ヒアリング・審査

③アドバイザーの紹介・調整

④派遣決定通知、負担金請求
書送付

⑦支援 ⑥派遣依頼

⑨アドバイザーへの

謝金の支払 ⑧報告書等の提出

【主な構成メンバー】

• ITコーディネータの有資格者
• 中小企業診断士の有資格者

• 大学教授・准教授、講師

DX伴走アドバイザー

⓪事前相談

各活動の詳細

【アウトプット例】

•知的資産経営報告書

•経営デザインシート

• DXガイドライン

①申請書類の

提出

②事前ヒアリング・審
査

③アドバイザーの

紹介・調整

④派遣決定通知、
負担金請求書送付

⑤負担金の振込

⑥派遣依頼

⑦支援

⑧報告書等の提出

⑨アドバイザーへの

謝金の支払

県内企業の誘導

高度なDX支援のニーズが高い県内企業に対してDX伴走アド

バイザー派遣事業を紹介

主要パートナーとの連携

NICO NICO職員、場合によっては非常
勤専門家と共に、企業の全社

的なビジョンやニーズを調査し、
支援の実施有無を判断する

最大5回の伴走支援を行い、

各回の支援概要は以下の通り。

※2回目まで無料

1回目：詳細な現状把握

2回目：経営資源の整理

3回目：ビジョン検討

4回目：課題整理と進め方の

検討

5回目：経営計画の取りまとめ

適切な専門性の有無等から、

内部の非常勤専門家と議論し、
専門家を選定している

出所：NICOのHPやヒアリング結果をもとにデロイト作成

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

地域金融機関、商工団体等
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AI・IoT等の導入及びデジタル化に資する製品・サービスの開発等に取り組む企業に対し、AI・IoTを活用したシステム・機器等を導入

する費用の一部を補助することで、県内企業のDX推進・付加価値向上に向けた取組を支援している。

03 データ利活用型設備導入支援
04 DX推進試作開発支援の詳細

NICOの助成金の活用ニーズが高い県内企業に対し、本事業を紹介

新潟大学等の地

方大学が創業を

支援するスタート

アップが共同事業

体に参加できる可
能性がある

主要パートナーとの連携①

データ利活用型設備導入支援事業

（AI・IoT等のモデル導入に関する助成金）
DX推進試作開発支援事業

主要パートナー

との連携②

AI･IoT 関連システムの導入等により、データ収集・分

析等を通じて付加価値向上が期待できる先進的な取

組を支援することで、県内中小企業の生産性や付加

価値の向上を図る

県内企業のデジタル化・DXに資する製品・サービスの

開発・実証に取り組むITベンダー等を支援することで、

DX推進に必要なソリューションが開発・提供され、もっ

て県内企業の付加価値向上を図ると同時に、新たな

県内のスタートアップの創業促進を図る

新潟県内に本社又は事業所、工場を設置している中

小企業者

県内に主たる事業所を持つ製品・サービスを開発する

者を代表とし、製品・サービスの顧客となる者等で構成

された共同事業体（ITベンダー等）

1件当たり最大250万円

（助成対象経費の1/2以内）

1件当たり最大500万円

（助成対象経費の1/2以内）

アドバイザーを、最大3回派遣し、技術的な課題に対し

てのアドバイスやAI・IoT等の有効活用に向けた取り組

みの支援を実施

【各数の支援イメージ】

1回目：現状把握

2回目以降：課題解決

本事業の実施期間中に、事業の実施経過、これまで

の取り組み成果等の具体的な進捗状況を確認する遂

行状況報告書や、本事業の修了後、本事業で開発

した製品等の売り上げの状況等を確認する事業化状

況報告等をもとに、必要な場合は、ヒアリングを通じた

必要な支援の提供等のフォローアップを実施

事業

概要

対象者

助成金

上限

フォロー

アップ

共
同
事
業
体
へ
の
参
加

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

地方大学等

出所：NICOのHPやヒアリング結果をもとにデロイト作成
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長岡モノづくりアカデミーでは、主に県内の機械関連企業に勤める方を対象に、①機械設計技術者の育成を目的にした3種のコース

や、②3次元CADやCAE等の関連するデジタル技術のコースの研修を提供している。

05長岡モノづくりアカデミーの詳細

長岡モノづくり
アカデミー

【連携②】

新潟工業技術総合研究所に対し、講座の講師の依頼
を実施【連携①】セミナー情報の共有

と周知

主要パートナーとの連携

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

企画 開発 設計

①-3 専門Ⅱ（開発設計リーダー）コース

①-2 専門Ⅰ（開発設計）コース

①-1 基礎コース

②デジタル技術関連コース

3次元CADコース
部品作成、アセンブリ、図面化までの一連の操作実習を通じて、
3次元CADを実務で活用できるレベルを目指した育成を実施

長岡工業高等専門学校名誉教授
(株)シーキューブ技術サポート事業部

CAEコース

CAEフォローアップコース

CAEや材料力学、弾性力学の基礎から、境界条件に関する各
種コマンドの設定方法等の実習を通じて、CAEを実務で活用で
きるレベルを目指した育成を実施

応力の評価方法や、高効率なCAE運用方法等のCAEに関する
高度な理論や実践的なテクニックを学び、実践力の強化を目
指した育成を実施

主に県内の機械

関連企業に勤め
る方

長岡工業高等専門学校准教授
(株)シーキューブ技術サポート事業部
等

新潟県工業技術総合研究所主任
研究員等

カリキュラム
構成

機械設計プロセス

概要 講師対象コース（例）

出所：NICOのHPをもとにデロイト作成
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デジタル化やDXを推進したいユーザー企業とITベンダーをマッチングするイベントを開催することで、ユーザー企業の不足する人材やDX推

進ノウハウの補填を支援している

06 ユーザー企業とITベンダー企業のマッチングの詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

県内企業(ユーザー企業) 県内外のITベンダー

求める
ニーズ

企業

概要

マッチング

イベント等

自社業務のデジタル化・DX推

進に向け「具体的なITツールを

知りたい」、「IT関連企業との

接点を持ちたい」県内事業者

◼ SaaS ※1提供企業

◼ Jスタートアップ※2に登録さ

れているスタートアップ

小回りよく、柔軟にデジタル等

について、相談可能な地場企

業と知り合いたい

県内他業種企業とのコミュニ

ティ形成が異なることや、商

工会へ所属していない等の

理由により、ユーザー企業との

つながりが持ちにくい状況の

ため、ユーザー企業との接点

が欲しい

イベント概要

ITベンダーが各社10分程度で、自社製品サービスを説明し、ユーザー企業
が協業を希望する場合、後日、個別商談を新潟県が調整する

【スケジュールの抜粋】

ユーザー企業 ITベンダー

マッチングイベントの参加者概要

※1：クラウドサーバーにあるソフトウェアを、インターネットを経由して利用できるサービス

※2：実績あるベンチャーキャピタリストや大企業の新事業担当者等の外部有識者からの推薦に基づき、潜在力のある企業を選定し、政府機関と民間の「J-Startup 

Supporters」が集中支援を行うプログラム

出所：新潟県のHPやヒアリング結果をもとにデロイト作成

・
・
・

13:05～13:20

BASE株式会社

ECサイト構築

「BASE」は誰でも簡単にネットショップが作成できるサービスです。導入が簡単な決済機能、おしゃれなデ

ザインテーマなどネットショップの運営に必要な機能を備え、費用やWeb技術、時間などの様々な理由

でこれまでネットショップをはじめることが困難だった方も、気軽に始めることができます。

13:20～13:35

株式会社ユニー

クワン

デジタルマーケティング

「地方のIT化をリードする」をミッションに掲げ、2014年に設立したインターネット広告会社です。企業のデ

ジタル情報発信を支援する「マーケティング事業」と、地域情報をインターネット上に発信する「メディア事

業」を展開しています。あらゆる課題をデジタルを通じ、伴走して解決に導きます。

13:35～13:50

株式会社リブロ

ネクスト

WEB動画制作

「リアルを届けるWebマーケティング企業」として、地域・会社の魅了をインターネット上でリアルに届けるこ

とを強みとしている会社です。VRコンテンツ/動画・映像制作/インターネット広告を事業として、新潟・東

京・大阪で展開しています。

14:00～14:15

フラー株式会社

アプリ開発

フラー株式会社は、顧客企業のデジタル領域全般の課題解決を一気通貫で支援する「デジタルパート

ナー事業」を営んでいます。従来の受託開発とは一線を画し、私たちが持ちうる全てのプロフェッショナル

領域でアプリやウェブなどデジタルにかかわる支援を展開する、全く新しい枠組みの事業です。

14:15～14:30

株式会社ソルメ

ディエージ

WEBサイト制作

弊社はデザインを主軸にグラフィックデザイン、映像制作、WEB制作をはじめ、プロジェクションマッピングを

や特殊照明をはじめとしたイベント演出、また社屋や店舗に向けたデジタルサイネージやLEDビジョン等の

提案、販売も行なっております。昨今では配信システムの構築や最先端配信スタジオの運営、企業の発

表会や講演会等の出張配信サポート等も行なっております。弊社はハードとコンテンツの強い両輪でお客

様と最先端技術を繋ぎ効果を導きます。
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主に県内新聞やNICOクラブ（1,000社程度の主に県内のユーザー企業が参加するネットワーク）内での周知、他の支援機関からの

紹介を通じ、DXセミナーや他の支援につなげ、支援後も関係性を維持して支援を繰り返し実施している

主な事業の認知獲得方法と支援実施後の関係性

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

県内新聞等の地域メディアでの周知

補助金事業や、専門

家の派遣等に関する事

業について、新潟県内

の新聞等のメディアを活
用し、月1回以上告知

NICOクラブ内での周知

1,000社程度の主に県
内のユーザー企業が参
加するNICOクラブ会員
内での周知、会員間の
紹介

他の県内の支援機関からの紹介

企業ニーズに基づいた新潟県工業総合
研究所や第四北越銀行等からの紹介

支援後の企業との関係性NICOの主な支援

◼ 支援後も関係性を維持して、

一回の支援だけでなく、繰り返

し他の支援や、新たなニーズが
生じた際の支援を実施する

◼ 助成金の活用により、自社での
DXを一定推進している企業につ
いては、DXセミナーの講師として
登壇による事例普及の協力を
依頼する場合がある

支援実施後支援実施前（認知獲得） 支援実施

等

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成

DX等のセミナー開催01

DX伴走アドバイザー派遣事業02

データ利活用型設備導入支援事業03

04 DX推進試作開発支援事業

高度IT人材育成研修05

ユーザー企業とITベンダーのマッチング06
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国や県等の予算をもとに、DX推進の知見を豊富に持つ人材を活用や、内部のDX実現に向けた支援ノウハウを集約するためのデータ

ベースの開発に着手している

支援における主要リソースの詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

ヒト

◼ NICO職員（IT支援チーム）：5名

◼ 非常勤専門家：1名

◼ DX伴走アドバイザー：17社（個人登録12名、法

人登録5社）

非常勤専門家は、NICO内部に在籍する専門家であ

り、DX伴走アドバイザーは、企業に専門家を派遣する

際に協力を依頼する外部の人材である。

また非常勤専門家は、ITC新潟のネットワークを活用し、

ITコーディネータの有資格者の中から、①フリーで動ける

こと、②相当数の企業支援実績があることを条件に直

接合致する人材に声をかけ委嘱している（現在1名）。

DX伴走アドバイザーは、ITコーディネーター、中小企業診

断士の有資格者、大学の教授等に準ずる職にある方

等の条件で、公募で募集をかけ委嘱している（現在17

名）。

DX伴走アドバイザー

非常勤専門家

NICO

公募

主な
要素

概要

モノ カネ

◼ DX実現に向けた支援ノウハウを集約・共有するデー

タベース（DXナレッジデータベース）

過去に実施したDX実現に向けた支援内容を、以下の

【主なデータ項目】ごとにデータベース化し、内部で共有す

ることで、支援のスピードアップと内部の人材育成に活

用することを想定している(現在開発途中段階で、50件

程度の支援を蓄積)

◼ 国、新潟県、

NICOの予算

※コスト構造、収
益の流れのパート

で詳述

【主なデータ項目】

◼ DX支援先企業名

◼ DXに関する課題

◼ 課題に対しての提案内容

◼ 使用予算規模
◼ 連携したITベンダ等の詳細情報

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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新潟県内企業のDX推進に向けて、新潟県にいがた産業創造機構（NICO）が中心となり、新潟県立テクノスクール、新潟県工業

技術総合研究所、地域金融機関等、地方大学等が独自の支援活動を展開するとともに、互いに連携することで県内企業のDX

推進を支援している。

新潟県内企業のDX推進に向けた連携体制の概要

新潟県
にいがた産業
創造機構
（NICO）

新潟県工業技術
総合研究所

詳細はP15～16参照

地域金融機関
商工団体等

詳細はP17参照
(例として第四北越銀行の

支援詳細を記載)

新潟県立
テクノスクール

※：新潟県が設置する職業能力
開発校

詳細はP18参照

AI・IoT等の先端技術に関する
技術支援

• 共同研究・受託研究

• 企業訪問を含めた技術活用支

援、AIツール講習会

DX推進以外も含めた総合的な

経営課題解決支援

• DXに関するセミナーの実施

• DXに関するコンサルティング支援

AI・IoT等のDXの基礎の習得を

通じたDX人材育成

• 離職者向けのIT雇用型訓練

• 非正規社員向けのITスキルアップ

訓練等

企業の課題・解決

ニーズに応じた案件
の共有

NICOのDX伴走

アドバイザーへの案

件紹介

研修実績

の共有
• 講師依頼

• 講座の宣伝協力依頼

地方大学等

詳細はP19参照
(例として新潟大学の
支援詳細を記載)

創業支援したスタート

アップの紹介

学生とのコラボレーションによる経営者の意識変

革及びビジネスの高付加価値化に向けた支援

• 起業家育成

• 企業と学生のコラボレーション

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

講師依頼

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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新潟県工業技術総合研究所では、AI・IoT等の先端技術を軸に、講演会等でのDXに関心のある企業の発掘、及び課題の明確

化・研究開発を実施することで、地域企業のDX実現に向けた支援をしている。

新潟県工業技術総合研究所におけるDX実現に向けた支援

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

AI・IoT等での
課題解決を求める

県内企業

新潟県工業技術

総合研究所

②企業訪問・研究開発支援

①相談

【地域企業より相談を受けた主な経路】

1.当所や大学教授が講師を務める講演会と講習会
2.所内に設置するAI・IoT等の活用に関する相談窓口
3.長岡技術科学大学やにいがた産業創造機構等からの紹介
4.地元紙や地元局等のメディアによる広報

共同

・

受託研究

技術活用

支援

企業に対し、所内のAI・IoT領域に知見のある職員が

訪問を行い、過去の相談内容を蓄積したデータベース等

を活用しながら、課題の明確化や対策を検討した後、

具体的な技術開発支援や、IT企業の紹介、NICO等

の他の支援機関の支援につなげる（大学教授による

個別相談等も実施）

企業の技術的課題を解決するため、 AI・IoT等のDX関

連のテーマも含め、研究開発を行う（研究費用は企業

全額負担、もしくは当所と企業が出し合う場合があ

る）

主な支援内容

認知

• 大学教授等の外部講師を招へいした講演会や学会、展示会への参加

• インターネットを活用したICCV等の国際会議におけるトピックスからの情

報収集

• 2～3か月に1回のペースで、新潟県内の社会人や学生、大学の先生等

が参加するPython機械学習勉強会での情報提供

• 新潟大学主催の講習会、交流会を通じて、新たな技術動向や県内企

業が抱える支援ニーズ等の情報収集

内部人材育成にて実施する工夫

ビッグデータから知識を取り出すマイニングに
専門性を持つ長岡技術科学大学や、IoT
等に専門性を持つ長岡工業高等専門学

校、また大学教授等と協働し、企業訪問
を実施

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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新潟県工業技術総合研究所における具体的な支援事例としては、下記のようなAI・OCRの開発支援や、県内企業と協業した生

産工程の見える化に向けた技術支援を提供している。

新潟県工業技術総合研究所における具体的な支援事例

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

AI・OCRの開発

主な課題の発生原因として、フォントの大きさが一定で、

文字が英数字と句読点のみの認識モデルに合致しない

旧式のプリンターを使用していることであると特定し、新

たに軽量のニューラルネットワークを使い、学習データの作

成、学習と認識を一から行い100％の認識率を達成し

た。

県内の音声認識技術に強みを持つ企業を、支援先企

業に紹介し、1ヶ月で試作品の開発、導入を実現させた。

導入効果として、儲けの少ない仕事については、蓄積し

たデータをもとに交渉し、値上げに至った実績も出てきて

いる。

支援内容

・

成果

支援先企業

の課題

生産工程の見える化

支援先の県内企業
新潟県工業

技術総合研究所

②AI・OCRの開発支援

①相談

支援先の県内企業
新潟県工業

技術総合研究所

①相談

②課題の明確化

③支援の相談④音声認識等に

関する技術支援

県内企業

ネットにて広く公表されている認識モデルをもとにした

文字認識技術を使用しているが、誤認識が多い。

生産工程を見える化し、納期に関する問い合わせにすぐ

回答できる体制を構築したいが、年配社員が多く、デー

タ入力がネックになっている。

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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第四北越銀行では、主にブリッジにいがたと協働しながら、ITベンダーやNICO等とも連携し、DXセミナーの実施や、DXに関するコンサル

ティング支援を実施している。

第四北越銀行とブリッジにいがたにおけるDX支援の詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

DXに関する

コンサルティング支援

第四北越銀行にて、DXを含めた経営

課題のヒアリングを行い、DXに関する課

題が顕在化している企業については、ブ

リッジにいがたへ紹介する。

その後、ブリッジにいがたより詳細なDX

に関する課題の特定、場合によっては、

NICO等と連携しながら、県内企業の

DXを支援する。

経営者にDX推進支援を実施できる人

材の育成を目的に、DXの基礎や業種

共通また各業種で異なる課題と解決

策について紹介する。

ブリッジにいがた※1での主なDX支援概要

①相談

②経営課題のヒアリング

相談企業
第四北越銀行

ブリッジにいがた

• 第四北越銀行の提携ITベンダー
• 客先のITベンダー

NICO

③DXに関する課題を
抱える企業の紹介

④情報整理・

課題特定

⑤DX支援

⑥協力依頼

※ブリッジにいがたで
対応できない場合

⑥協力依頼

※ブリッジにいがたで
対応できない場合

【DX課題ヒアリングシートの活用】
各業種や業務プロセスでのDXに関する課題
を明確にするための質問項目を記載金融機関・

商工団体

向け

県内企業

向け

SaaS企業と県内

企業のマッチング

社内でDXプロジェクトを具体化するリー

ダー人材の育成を目的に、DXの先進

事例や県外企業の体験談等について

紹介する。

県内企業に最新技術の動向を情報提

供するとともに、SaaS企業とのマッチン

グにより、デジタル技術活用のきっかけを

創出する。

社内専門家

(8名)

出所：News Release 「新潟県「令和3年度DX推進意識改革支援業務」の受託について」やヒアリング結果をもとにデロイト作成

※1：第四北越銀行の子会社で、企業の販路開拓や生産性向上等を支援する地域商社

DXに関する

セミナー

の実施
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新潟県立テクノスクールでは、主に離職者及び非正規社員を対象とし、AIやIoT等の基礎となる職業訓練やセミナーを行うことで、デ

ジタル人材の育成を実施している。

新潟県立テクノスクールにおける人材育成の詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

新卒・若年層

向け講座

離職者及び非正規社員向け職業訓練

障害者向け

講座

在職者向け

講座・認定

職業訓練

概
要

公共職業訓練 IT雇用型訓練
IT系在職者

向け訓練

ITスキルアップ

訓練

離職者向け 非正規社員向け

高校卒業者を中

心に、IoT等の基

礎を内容に含めた

2年間のモノづくり

コース等を開講

プログラマー、Web

クリエーター等に関

するIT系資格取

得を目的とした講

座を開講

正規採用をゴールに、企業説明

会等で、求職者と、人材が不足

するIT及びものづくり企業をマッチ

ングし、3か月程度、派遣社員と

して職業訓練を実施（OJT）

AI・IoT活用、

データ活用の3種

で、それぞれレベ

ルに応じた入門、

基礎、応用コー

スを開講

令和3年度より、

非正規社員等

を対象とした、IT

スキル基礎研修

講座を開講

販売物流、

事務補助、

パソコン等の

スキル習得

のための講

座を開講

モノづくり分

野における

AI・IoTの基

礎等の講座

を開講

【企業概要】

• 情報通信業の会社

• 製造業にてAI・IoTの積極的な導入を図る企業

新潟県立テクノスクール

連携

①登録 ①登録

人材派遣会社

①受け入れ企業・
求職者の登録

②求職者と登録企
業との個別面談

③マッチングを実施

④求職者を派遣

社員として雇用

⑤登録企業へ派
遣し訓練開始

大まかなフロー

IT

雇
用
型
訓
練
の
概
要

②個別面談
③マッチング

を実施

②個別面談

④雇用契約

を締結

⑤派遣訓練開始

【役割】

• セミナー等を通じた

受け入れ希望企業、

及び求職者の募集

• 雇用型訓練中の求

職者への定着支援

受け入れ希望企業

定着支援

求職者

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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新潟大学では、学生向けに起業家育成を支援し、その学生がデジタル等を前提とした提案を企業へ行うことで、経営者の意識

改革やビジネスの高付加価値化につなげている。

新潟大学における起業家育成等の詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

フラー(株)やKDDI(株)と連携した起業支援

新潟大学の学生向けに、フラー(株)やKDDI(株)との共同研究を通じて、5G

やIoTなどの先端技術を活用した起業家人材の育成等を実施している。

具体的には、新潟大学や地域企業の有する技術シーズを起点とし、そこか

ら発案されるビジネスアイデアに対して、起業家マインド、起業のための検討

事項（顧客の課題、それに対する解決策、実現可能性）等を学ぶ育成

プログラムを通じて、起業家人材の育成を行っている。（今まで40名程度が

参加し、そのうち実際に起業した人数は延べ9名）

【カリキュラム例】

• フラー(株)の高いテクノロジーの知見を活かし、想定顧客の抱える問題に

対し、テクノロジーを掛け合わせ、どのような解決策を提案すべきかの検討

• KDDI(株)の高いビジネス創出の知見を活かし、ビジネスモデルキャンバス

を使いながら、どのように事業の実現可能性を高めていくかの検討

学生と企業とのコラボレーション概要

スタートアップ

界隈での紹介

講演

県内新聞
Webページ

コラボレーション

企業担当者とSlack等を活用し、密にコミュニ

ケーションをとりながら、学生達がIT等の活用も

含めたマーケティングや戦略出しを行い、企業側

も学生の良いアイデアは実際に実現する前提で

取り組む。

40社程度コラボレーションの実績がある。

【コラボレーション実績の一例】

県内ホームセンター：全国の取引先が500社以

上集まる毎年2月に行われる戦略会議にて、学

生が今後の採るべき戦略等について、プレゼン

テーションを実施。

認知

新潟大学

伊藤ゼミ
相談企業

【連携体制】

出所：KDDI「KDDIとフラー、地方創生を推進する業務提携を締結」やヒアリング結果をもとにデロイト作成
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NICOが実施している支援活動で発生する主なコストの負担については、一部の事業収入を除いて、主に地方創生推進交付金や

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等の国からの予算を含めた新潟県の一般財源を活用している。

NICOが実施している支援活動における主な収益とコストの詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

現在、支援活動の原資となる収益部分は、一

部の企業負担金を除き、主に国や県の予算で

構成されている

概要

収益

予算

売上

コスト
主に事業の運営費が基本的なコストの内訳を

占めている

◼ 地方創生推進交付金や新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金等の国からの予算を含めた新潟県の一般財源※1

◼ DX伴走アドバイザー派遣事業の3回目以降の派遣における謝金

（DX伴走アドバイザーへの謝金の半額分：21,600円/1回）

◼ セミナー、研修に係る運営費用

◼ 企業に交付される助成金

◼ 企業訪問時の交通費

◼ DX伴走アドバイザーへの謝金：43,200円/1回（旅費等は別途

支払）等

具体的な内訳

※1 予算の内訳概要

予算総額(千円） 備考

①セミナー開催 641 セミナー3回を想定

②DX伴走アドバイザー派遣 5,395

③データ利活用型設備導入支援 18,007 うち助成金17,500千円

④DX推進試作開発支援 25,500 うち助成金25,000千円

⑤長岡モノづくりアカデミー 11,221 企業負担（5,815千円）含む

⑥ユーザー企業とITベンダーのマッチング 5,000の一部
①金融機関・商工団体向けセミナー、②企業のマネジメント層向けセミナー、③ユーザー企業とITベンダーのマッ

チングを一括で民間委託

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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福岡県と福岡県中小企業生産性向上支援センターを中心とした連携支援体制における主な支援内容を、ビジネスモデルキャンバ

スをもとに以下のように整理した。

福岡県と福岡県中小企業生産性向上支援センター*を中心としたDX支援の概要

顧客セグメント顧客との関係価値提案主要活動

収益の流れコスト構造

チャネル

主要パートナー

主要リソース

◼中小製造業を

中心とした県内企業

① DXの機運醸成（実施主体：

県）

➢ 経営者に対してDX実現への機

運醸成

② 生産性向上支援計画の策定

（実施主体：センター）

➢ 経営課題を明確化し、生産性

向上に向けた計画の策定を支

援

③ 生産性向上支援計画の実現支

援（実施主体：センター）

➢ システムの導入支援やITベン

ダー等の外部パートナーの選定等

を支援

④ 社内のDX推進人材の育成

（実施主体：県）

➢ 社内のDX推進をリードできる人

材を育成

◼展示会・寄稿・HP等

での周知

◼支援事例集の配布

◼他の県内支援機関

からの紹介

◼一過性の支援に終わ

らず、企業自らが改善

に取り組む文化を醸成

◼【ヒト】診断スタッフ、生産

性アドバイザー

◼【モノ】支援手順や参照

ツールのフレームワーク

◼【カネ】県予算（一部国

予算活用）

◼福岡県工業技術セン

ター(②③)

➢ 製造・生産管理に関

する技術支援

◼福岡県プロフェッショナル
人材センター(②③)

➢ DX推進人材の獲得

支援

◼福岡県知的財産支援

センター(②③)

➢ 企業の知的財産の保

護に関する支援

◼地域金融機関、商工

団体等(②③)

➢ デジタル化を含めた

DX実現支援

➢ 課題を抱える県内企

業に適切な支援先企

業等を紹介

◼ 運営費（人件費や出張費、諸経費等） ◼ 県予算（一部、国予算を活用）

01.DX伴走支援 (②③)

➢ 実施主体：センター

02.中小製造業に対するデ

ジタル人材育成セミナーの

実施(①④)

➢ 実施主体：県

※詳細はP6～9参照

※詳細はP11参照※詳細はP12～13参照 ※詳細はP4参照 ※詳細はP4参照

※詳細はP10参照

※詳細はP14参照※詳細はP14参照

※()内の番号は価値提案との
紐づきを示す

※()内の番号は価値提案との
紐づきを示す

※詳細はP10参照

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成 *：生産性向上を目的とする支援の1つとして、DX（デジタル化）推進に向けた提案を行っている
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中小

製造業を

中心とした

県内企業

4

中小製造業を中心とした福岡県内の企業に対して、DXの機運醸成や生産性向上支援計画の策定、生産性向上支援計画の実

現支援、社内のDX推進人材の育成を支援している。

各顧客セグメントへの提供価値と主要活動の関係

②生産性向上支援計画の策定

（実施主体：センター）

企業の現状分析を通じ、解決すべき課題の特定や、

生産性向上に向けた計画の策定を支援する。

④社内のDX推進人材の育成

（実施主体：県）

DX実現の検討方法や、IoT・AR等の具体的な技

術の活用方法等を伝えることで、社内でDXを推進

できる人材育成を支援する。

③生産性向上支援計画の実現支援

（実施主体：センター）

生産性向上支援計画上で、導入予定のAI・IoT等

のデジタル技術の導入支援や必要なヒトやカネ等の

リソースの確保を支援する。

顧客

セグメント
提供価値

主要活動 連携する主要パートナー

02

01

中小製造業に対する

デジタル人材

育成セミナーの実施
※詳細はP9参照

DX伴走支援
※詳細はP6～8参照

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

①DXの機運醸成

（実施主体：県）

県内のIoT等を活用したDX推進事例や、ものづくり

企業におけるDX推進の有効性を伝えることで、経

営者等におけるDX実現の機運を高める。

地域金融機関 等

福岡県で実施

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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01 DX伴走支援
（実施主体：センター）

ノウハウがない企業の課題解決には支援が必要だが、課題が多様化・複雑化してきたため、福岡県中小企業生産性向上支援セ

ンターは課題の深掘りから支援するDX伴走支援を実施。また、企業が独力で取組を進められるよう、福岡県は人材育成セミナーも

実施している。

実施している主要活動の背景

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

5

主要活動 背景

02中小製造業に対する

デジタル人材

育成セミナーの実施

（実施主体：県）

➢ 中小企業の中にはノウハウがなく社内でDXなどの取組を進めることができない企業も多いため、

外部機関による支援が必要であった。

➢ もともとは商工会や商工会議所が県内企業の課題解決を支援してきた。しかし、企業の課題

が多様化・複雑化してきたことで、企業も自身の課題に気付くことが難しくなってきたため、専門

家派遣による第三者の目で課題を深掘りするところから支援をすることが必要となった。

➢ 最終目標は「各企業が自立すること」であるため、ノウハウのない企業に対してDX伴走支援をす

る一方で、県内企業が独力で取組を進められるように人材育成セミナーも実施している。

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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生産性向上のための

課題を解決する

技術開発

知財管理

人材確保
補助金/
融資制度

その他

県内中小企業

工業技術センター

相談

福岡県中小企業生産性

向上支援センター

診断スタッフ 生産性アドバイザー

知的財産支援センター

プロフェッショナル人材センター 商工会/商工会議所

地域金融機関

その他支援機関

生産性アドバイザー

1. 経営課題の明確化 2.計画の立案 3.支援の実施

✓ 課題領域の明確化

✓ 課題と収益の紐づけ
✓ 現状分析とプロセスの
見える化をもとに

“本当の問題”を発掘

✓ 解決に向け計画立案

✓ 対策効果を見通して
支援に着手

✓ 伴走型で、成果が定
着するまで支援

福岡県中小企業生産性向上支援センターでは、DX実現等による支援先企業の生産性向上を目指すため、診断スタッフや生産性

アドバイザー等の専門家の派遣を通じた「経営課題の明確化」、「計画の立案」、「支援の実施」の3つのステップで支援をしている。

01 DX伴走支援の詳細(1/2)

利用料：無料

回数・期間：無制限

【課題のありか】

①作業環境の整備

②改善職場づくり

③プロセス改善

④スタッフ業務改革

⑤自動化・IoT DXで解決

センター単独では支援が難しく、他の支援機関の強みが活かせる分野に関する課題の場合は、

それぞれ強みを持つ支援機関へ繋いで解決を目指す

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

課題解決に向け、新たなシステムの開発・導入を支援する際のフローはP7で詳述

出所：ヒアリング結果と福岡県中小企業生産性向上支援センター「生産性向上支援策について」をもとにデロイト作成6

報告書のフォーマットを

定め、必要な情報を
網羅的に伝達

主要パートナーとの連携

強み 強み

ヒアリングや業務フロー・

レイアウト図の作成等を

通して実施
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また、DX伴走支援において、DX実現等に資する新たなシステムを開発・導入する際は、ITベンダーや商工会等と連携しながら、「企

画構想」、「システム仕様」、「導入準備」、「トライ（PoC）」、「適用・活用」の5つのステップで支援をしている。

01 DX伴走支援の詳細(2/2)

方

針

決
定

企画構想

開発・導入を予定

するシステムに関する

予算計画や投資計画

の策定、採算性の

検討等を支援

システム仕様

開発・導入を予定

するシステムの構想や
仕様検討、ITベンダー
等への紹介・発注等

を支援

トライ（PoC）

開発・導入を予定

するシステムのQCD評価
や量産状況の確認、

従業員の作業訓練

の実施

適用・活用

開発・導入を行った

システムの導入効果
や採算性の確認

導入準備

開発・導入を予定

するシステムに応じ、

業務フローの見直しや

新たな従業員の作業

計画の策定等を支援

3.支援の実施

【連携詳細】

商工会や商工会議所等と連携

し、支援先企業のニーズや要件に

合致する補助金等の紹介や申
請作業を支援

適切なITベンダー検討支援
支援先企業のニーズに合致し
たITベンダー等の情報提供を
行い、協業する外部パート
ナーの選定を支援

ITベンダー 商工会・商工会議所等

補助金申請
等の連携

システム設計

を委託

生産性アドバイザー（県内大手企業からの出向・転籍者）

DX等に向けた新たなシステムの開発・導入する際の支援フロー

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

2.計画の立案

出所：ヒアリング結果と福岡県中小企業生産性向上支援センター「生産性向上支援策について」をもとにデロイト作成
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久留米市の乾椎茸製造会社への支援事例では、当初は袋詰め工程の機械化を相談されたが、生産工程の現状分析により前工

程の選別工程を自動化することで、生産能力を高められるうえに作業の平準化もできると分かり、支援を行った。

具体的な支援事例（久留米市の乾椎茸製造会社）

出所：ヒアリング結果と福岡県中小企業生産性向上支援センター「生産性向上支援事例集」をもとにデロイト作成8

選別工程

色、形、大きさ、厚みによって仕分けをする工程

✓ 瞬時に種類を判別する技能が必要

✓ 技能の習得に時間がかかる

（最低3年、一人前になるには10年）

課題 ：繁忙期は袋詰め作業の多くを外注に頼らざるを得ない

相談内容：袋詰め工程を機械化したい

検
査

袋詰め工程

商品種類、梱包方法に応じて袋詰めをする工程

✓ 商品種類や梱包方法ごとに作業量が異なる

✓ 繁閑差に応じて、月ごと、業務ごとに作業量が
ばらつく

出
荷

25名で約290種類の梱包10人が30種類に目視で仕分け

•計量、充填、シール、箱詰めの基準時間を設定

•選別工程で省人化されたスタッフを再配置
• AI自動選別機を導入

選別工程の仕分けにAI自動選別機を導入して、省人化されたスタッフを袋詰めの工程に
再配置することで、生産能力を高めながら作業を平準化する

支援先からの相談

効果

支援

内容

•袋詰め工程内での人員配置のアンバランスが解消

•繁忙期でも外注が不要なうえ、残業もなくなる想定

•作業者を6名に削減でき、特別な技能も不要となった
•熟練度による選別精度のばらつきもなくなった

選別精度

向上

省人化
システム開発に関西のITベンダーが協力

•生椎茸の選別の経験あり

•大阪へ1名出張し、ロジックも一緒に検討
• 30種類、数万個のサンプルで、機械学習
•ロジックを勉強し、選別精度の微調整を可能に

選別工程を自動化することが
真の課題であると発掘

選別精度に
ばらつき発生

作業工程の

編成効率に
差がある

生産性

向上計画

現状分析

•工程の分析

•作業時間の
計測

改善内容

【従来】目視で仕分け 【改善】AI自動選別機の導入

生産工程

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ
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中小製造業のデジタル人材育成のため、大きく「デジタル化推進人材育成事業」、「ものづくり生産性向上中核人材育成事業」に

分かれており、経営層、生産部門責任者、現場技術者を対象に、それぞれDX推進に関するセミナー等を提供している。

02中小製造業に対するデジタル人材育成セミナーの実施の詳細

出所：ヒアリング結果と福岡県立飯塚研究開発センター公益財団法人飯塚研究開発機構 HPをもとにデロイト作成
*：中小企業のものづくり支援を目的に、新規に開発されたソフトウェア開発・実行環境

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

デジタル化推進人材育成事業 ものづくり生産性向上中核人材育成事業

概要

例

講師

対象 経営層 生産部門責任者

地元企業のIoT導入

事例等を通して、DX

実現に向けた目指す

べき姿や、中小製造

業にとってデジタルの

活用が経営力強化に

いかに繋がるのか等の

説明を実施

DX実現に資するIoT・
ARを活用した他社事
例の学習や、所属す

る企業を題材に、自

社の課題分析、具体

的な改善手法の検討
等を実施

IoT等の原理や導入
事例の学習や、所属

する企業の課題を題
材に、IoTを活用した
改善演習、製図・
CAD・CAE等を活用し
たモデリング演習等を
実施

DXを推進している造
詣の深い有識者、中
小企業経営者

現場技術者

3次元CAD等を活用し、
コンピューター上の組立

てや部品の干渉衝突

回避、部品耐久性の
材料変形CAE解析等
の演習や実験を実施

産業用金属3Dプリン
タや社内の業務プロセ
ス改善に資するMZプ
ラットフォーム*に関する
基礎と実際の操作を
通じた演習を実施

高度なめっき技術や、

めっき表面処理にかか

る試験分析機器活

用等について、座学や

実際の操作を通じた
演習を実施

デジタル化やシステム

構築に精通した有識
者

IoT導入に精通したコ
ンサルティング事業者

やトヨタ系の設計企
業（TPEC）

西日本大学の教員・

工業技術センター職
員

メーカー等の金型設計
に精通した有識者

メーカー等のめっき技
術に精通した有識者

DX等の実現に向けた
危機意識の向上

DXの実現に向けた進
め方等の習得

IoT等の先端技術活
用に係る知見の習得

現場で求められる具体的な技術分野の知見の習得

めっき3次元設計 金型

目的
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主に説明会や寄稿等での周知や、支援事例集の配布、他の県内支援機関からの紹介をきっかけとし、DXセミナーや他の支援につ

なげ、支援後も関係性を維持して支援を繰り返し実施している。

主な事業の認知獲得方法と支援実施後の関係性

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要パートナー

主要リソース

コスト構造 収益の流れ

他の県内支援機関からの紹介

◼ 企業ニーズに基づいた、商工会等や

金融機関、中小企業振興事務所から

の紹介

支援後の企業との関係性

DX伴走支援01

ものづくり中小企業のデジタル

人材育成02

◼ 一過性の支援に終わらず、企

業自らが改善に取り組む文化を
醸成

支援実施後支援実施前（認知獲得） 支援実施

支援事例集の配布

◼ 支援概要や支援事例等

をとりまとめた支援事例

集を制作し、金融機関の
各支店等に配置

展示会・寄稿、HP等での周知

◼ 展示会・フェア等での説

明や、金融機関等の機

関紙への寄稿等を通じて、
事業内容を周知

◼ 福岡県ものづくり中小企
業推進会議のHPで支援
情報を掲載

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成

福岡県や中小企業生産性向上支援センターの

主な支援
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現在、支援においては、国や県等の予算をもとに、DX推進の知見を豊富に持つ診断スタッフや生産性アドバイザー等の人材を活用

しており、過去のDX実現に向けた支援のノウハウを標準化・フレームワーク化し、内部で展開している。

支援における主要リソースの詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

ヒト

◼ 診断スタッフ（5名）、生産性アドバイザー(9名)

◼ 診断スタッフは福岡県中小企業診断士協会から、生

産性アドバイザーは福岡県中小企業診断士協会また

は県内大手企業からの出向・転籍者

◼ 福岡県が福岡県中小企業診断士協会と各企業に、

適任と思われる人材を選定

◼ 外部から職員を確保することで、県の既存の業務では

得られない知見を支援に活かすことができている

生産性アドバイザー

•診断スタッフ
•生産性アドバイザー

中小企業生産性
向上支援センター

主な
要素

概要

モノ カネ

◼ 支援手順や参照ツールのフレームワーク

◼ 問題解決手法等の支援手順や参照ツールを標準

化・フレームワーク化することで、属人的でない支援

体制を構築している

◼ 企業訪問や支援計画作成などのマイルストンごとに

報告書を作成している。報告書のフォーマットを定めて

必要情報を網羅的に調査・報告できるようにしている

◼ 国、福岡県の

予算

※コスト構造、収
益の流れのパート

で詳述

支援手順や参照ツー

ルのフレームワーク等

コミュニケーション

中小企業診断士協会

大手企業

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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福岡県中小企業生産性向上支援センターが中心となり、福岡県工業技術センター、福岡県プロフェッショナル人材センター、地域金

融機関・商工団体等、福岡県知的財産支援センターが互いに連携し、更に、独自の支援活動も展開して、県内企業のDX実現を支

援している。

福岡県内企業のDX推進に向けた連携体制の概要

福岡県
中小企業生産性
向上支援センター

福岡県
プロフェッショナル
人材センター

福岡県
知的財産支援

センター

福岡県
工業技術センターDX推進人材の獲得支援

• 企業の成長戦略をもとに、必要な
プロフェッショナル人材像の明確化

• プロフェッショナル人材とのマッチング

企業の知的財産の保護に関する支援

• 知財に関する基礎知識の習得

• 権利取得の支援

• 知財戦略策定支援

製造・生産管理に関する技術支援

• IoTを活用した生産現場の見える化

• AIモデルの開発、現場実装支援

地域金融機関
商工団体等

相談ニーズのある
企業の紹介

デジタル化を含めたDX実現支援

• DX実現に向けた課題発掘、ソリューション提案

• デジタルソリューション提供企業とのマッチング

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

技術に関する相談をしたい
企業を紹介し、連携支援

人材に関する相談

をしたい企業を紹
介し、連携支援

知的財産に関する

相談をしたい企業を
紹介し、連携支援

支援内でのIoT導入支援
キットの活用を促進

支援事例を共有支援事例を共有

支援事例を共有

企業訪問に同席
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福岡県工業技術センターでは、ものづくり工程の高度化技術支援として、AI・IoTを活用し、支援先企業の「生産現場の見える化」

「生産管理の見える化」や「AIモデルの開発から現場実装」等を支援している。

福岡県工業技術センターによる技術支援の詳細

も
の
づ
く
り
工
程
の

高
度
化
技
術
支
援

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
人
材

育
成
支
援

CAEを活用し
た設計支援

レーザーを活

用した試作・
製造支援

AI・IoTを活用
した製造・生
産管理支援

高度なCAE解析ソフトと高精度な3D計測
技術を連携したコンピュータシミュレーション

による製品設計の高度化・デジタル化を
支援

レーザーを活用した溶接・熱処理・肉盛に

おける基盤技術の蓄積、加工技術の数

値化による金属製品加工の高度化・デジ
タル化を支援

IoT導入支援キットを活用した「生産現場
の見える化」「生産管理の見える化」や

ディープラーニング専用計算機を活用した
AIモデルの開発から現場実装を支援

CAEを活用し
た設計支援

レーザーを活

用した試作・
製造支援

AI・IoTを活用
した製造・生
産管理支援

紫外線関連機器設計等に関するセミナー

や高度解析システム等に関するハンズオン
型実習を実施

レーザー技術の基礎と応用に関するセミ

ナーや相談会の開催、レーザー溶接・熱処
理・肉盛のハンズオン型実習を実施

IoT導入支援キットやアンテナ設計・測定
等の基礎に関するセミナーを実施

生産現場の見える化

当センターが開発した
小型PCと各種センサを
内蔵するIoT導入支援
キットを生産設備等に

設置して、機器状態に

関する情報（温度、

振動、照度等）の収
集を支援

また、収集した情報の

簡易分析や遠隔監視
も支援

IoT導入支援キットで
収集した情報を加工・

整理することで生産管

理（生産数、稼働時
間等）を支援

さらに、制御盤、スイッ

チ等からの入力や外部

信号出力によって生産

管理システムや外部機
器との連携も実現

IoT導入支援キットで
収集した生産設備等

の情報と当センター保

有のディープラーニング

専用計算機を活用し、

生産設備の品質管理
や予知保全等のAIモ
デルの開発を支援

さらに、AIモデルを組み
込んだ実証を行い、現
場実装も支援

生産管理の見える化
AIモデルの開発から

現場実装

支
援
概
要

目
的

支
援
事
例

•生産設備の温度、振
動、照度を収集

•生産設備の振動周

波数をリアルタイム分
析

•複数の生産設備の機
器状態を遠隔監視

•生産設備の制御盤

からの信号をカウント
して生産数を記録

•生産設備の温度、

振動、照度等をトリ

ガにして稼働時間を
記録

•生産品の画像からAI
モデルを開発し、生
産品の良否を判定

•機械加工時の振動
周波数からAIモデル
を開発し、生産設備
の異常を判定

【IoT導入支援キットの概要】
見える化対象の機器に後付けで設置可能で、
ラズベリーパイを通じ、通信を行い、PCやタブレッ
ト等での遠隔操作や監視、簡易分析が可能。

また安価に構築が可能（約2万円）

出所：福岡県工業技術センター「IoT導入支援キットの作製」をもとにデロイト作成

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ
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支援活動で発生する主なコストの負担については、県予算と一部国予算を活用している。

支援活動における主な収益とコストの詳細

顧客セグメント

顧客との関係 チャネル

価値提案 主要活動

主要リソース

主要パートナー コスト構造 収益の流れ

現在、支援活動の原資となる収益部分は、一

部の企業負担金を除き、主に国や県の予算で

構成されている

概要

コスト
主に人件費が基本的なコストの内訳を占めて

いる

◼ 県予算

◼ 一部国予算

◼ 職員への人件費

◼ 企業訪問時の出張費

◼ 諸経費 等

具体的な内訳

収益

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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九州全体としては、九州経済連合会等の経済団体で構成される「九州経済を考える懇談会」にて、DX等を含めた九州経済の重

要な課題と具体的な政策を打ち出しており、福岡県等の地域の支援体制と連携することで、DX成功モデルの創出を目指している。

九州地域全体でのDX推進に向けた連携構想の概要

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成

連携九州経済を

考える懇談会

九州

商工会議所

連合会

九州

経営者協会

九州オープン

イノベーション

センター

九州経済

調査協会

九州

経済連合会

九州経済

同友会

福岡県内のDX推進に向けた取組

・福岡県では、福岡県中小企業生産性向上支援

センターなどによるDX推進に向けた連携体制を構築

し、県内中小企業のDXを支援している

・北九州市でも、独自にDX推進に向けた連携体制

を構築し、市内の企業のDX実現を支援している

（P20, 21参照）
等

九州経済の重要課題と政策の検討
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現状の九州地域全体での連携構想を進めるにあたって、「ビジョンの浸透」や「支援主体が実施する支援内容のすみ分け」、「DX支

援人材の確保」の3つの観点で課題が存在している。

九州地域全体でのDX推進に向けた連携構想における課題

福岡県中小企業生産性向上

支援センターでは、大手企業と

連携し、DXを活用した支援がで
きる人材を確保している。

北九州産業学術推進機構や市
内のITベンダー等と連携し、人材
を確保している。

福岡県

北九州市

各県が独自で実施するセミナー

の開催日が重複してしまうことが

ある。参加者の層を分ける等も

現状では難しく、なかなか実現
できていない。支援機関

現在策定途中の「福岡県DX戦
略」は、九州の経済団体が協

議する「九州地域戦略会議」の

内容と、大枠では合致している
と考えている。

福岡県

課題 参考

ビジョン

戦略・プロセス

リソース・組織

＜ビジョンの浸透＞

経済団体が策定するDX推進ビジョンに合わせて、九州地域全体の
主要な支援機関においても、地域企業のDX推進を積極的に支援
するという大枠レベルで共通理解が醸成されているが、詳細レベルで
それぞれのビジョン等に落とし込まれるほど浸透していない。

＜支援主体が実施する支援内容のすみ分け＞

九州の自治体や支援機関にて、それぞれ企業へのDX支援を実施し
ているが、例えば、経営者等に向けたDXの機運醸成を目的としたセ
ミナーでは、類似の内容のセミナーで開催地域と開催日程が重なる

等、支援機関側における予算や人員も限りがある状況では非効率
であり、ターゲットや内容のすみ分け等が十分には整理されていない。

＜DX支援人材の確保＞
福岡県、北九州市では、それぞれ独自のネットワークを活用し、DX
支援人材を確保しており、九州全体でのDX支援人材確保に向けた
連携は十分には行われていない。

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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2021年11月30日に設立された「九州DX推進コンソーシアム」によって、九州地域のDX推進の課題解決を目指す。

コンソーシアムの設立による課題の解決

ビジョン

戦略・プロセス

リソース・組織

課題（再掲） 解決方針

• コンソーシアムの中で、九州地域の進むべき方向性を確認し、共有
する場を作る。

• 参加団体が各自の取組を進める上で描くビジョンのうち、参加団
体間で関連のある内容は関連付けたうえで方向性を合わせる。

• 各団体で取組を進めるためのリソースには限りがあるため、コンソー
シアム内で合意して、分担・協力しながら進める。

• 人材育成プログラムを九州地域で進める上での全体構成や年間
スケジュールをコンソーシアム内で検討し、役割や分担を整理する。

• 各機関が主体的に人材育成プログラムを開催しつつ、推進上の

課題はコンソーシアム内で共有、解決策を議論し次年度の実施計
画（全体構成、年間スケジュール）を立てる。

• 支援機関と支援人材をデータベース化し、九州の各機関や団体、
企業が確認できるようにする。

• データベースには支援人材のスキルやコンソーシアムが関係する人材

育成プログラム等の受講実績、実際に実施した支援実績を整理
する。

＜ビジョンの浸透＞

経済団体が策定するDX推進ビジョンに合わせて、
九州地域全体の主要な支援機関においても、
地域企業のDX推進を積極的に支援するという
大枠レベルで共通理解が醸成されているが、詳

細レベルでそれぞれのビジョン等に落とし込まれる
ほど浸透していない。

＜支援主体が実施する支援内容のすみ分け＞

九州の支援機関等にて、それぞれ企業へのDX
支援を実施しているが、例えば、経営者等に向
けたDXの機運醸成を目的としたセミナーでは、類
似の内容のセミナーで開催地域と開催日程が重

なる等、支援機関側における予算や人員も限り

がある状況では非効率であり、ターゲットや内容
のすみ分け等が十分には整理されていない。

＜DX支援人材の確保＞
福岡県、北九州市では、それぞれ独自のネット
ワークを活用し、DX支援人材を確保しており、九
州全体でのDX支援人材確保に向けた連携は
十分には行われていない。

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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現状の福岡県で実施されるDX関連の人材育成セミナー等は、異なる機関や団体が同じ層に対して類似のセミナーを実施しており、

日程が重複することもある。コンソーシアム内でセミナーのプログラム検討や日程調整をすることにより、課題の解決を目指す。

コンソーシアムの設立による課題解決の方向性：育成部分

現状 目指す姿（例）

対象

内容

経営者層 管理職層 現場技術者等

九州オープン

イノベーション

センター

福岡県

九州ADS育成
コンソーシアム

北九州市

DXの必要性・
デジタルを活用した

事業戦略

事例研究・DX推進
方法(課題分析・
計画立案など) 

原理・原則の理解・

実践演習

ー

ーデジタル経営塾 ネクストリーダー塾

エグゼクティブ

ビジネススクール

生産性向上

スクール

北九州マーケティングDX道場

経営トップ向け

セミナー
（ものづくり中小企業）

デジタルファクトリー

推進講座
（ものづくり中小企業）

IoT講座*1

シミュレーション講座*2

（ものづくり中小企業）

対象

内容

経営者層 管理職層 現場技術者等
DXの必要性・

デジタルを活用した

事業戦略

事例研究・DX推進
方法(課題分析・
計画立案など) 

原理・原則の理解・

実践演習

データサイエンス

プロ養成コース

経済団体系

県・政令市・

中核市など

教育機関

デジタル経営塾
ネクストリーダー塾

（経営企画系）

ネクストリーダー塾

（情報システム系）

ネクストリーダー塾

（製造業系）

ネクストリーダー塾

（サービス業系）

IoT・AI講座
（製造業系

・地域別）

IoT・AI講座
（サービス業系

・地域別）

他団体・機関の

取組を周知

実施内容の情報共有

他団体・機関の

取組を周知

実施内容の情報共有

ITシステム
導入講座

他団体・機関の

取組を周知

実施内容の情報共有

*1：IoT導入促進に関する人材育成講座、*2：デジタルシミュテーション手法に関する人材育成講座

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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北九州市では、北九州市DX推進プラットフォームとして、北九州産業学術推進機構（FAIS）や市内外のベンダー企業等とDX推進

支援に向けた連携体制を構築し、主にDXに関するセミナーや専門家による伴走支援、マッチング、補助金事業等を提供している。

北九州市DX推進プラットフォームの概要及び活動内容・推進体制

北九州市DX推進プラットフォーム

DXに向けた醸成の喚起

✓ セミナー・講座の実施

DX実践

✓ 導入補助金

DXに向けた準備

✓ 専門家による導入相談

✓ マッチング

ユーザー企業：130社*

（DX実現希望企業）

ベンダー企業：89社*

（DX実現サポート企業）

登録

専門家派遣

ベンダー企業紹介

IT企業に加え、金融機関など
様々な“専門家”：22社*

北九州デジタル化サポートセンター

＋市内IT企業4社

北九州デジタル化支援コンソーシアム

◼ 北九州市と公益財団法人である北九州産業学術推進機構（FAIS）が共同事務局となり、令和2年12月に開設

◼ セミナーや導入相談、マッチング、補助金事業等の支援を通じて、DXによる北九州市内の中小企業の競争力強化や、産業イノベーションの推進等

を目指している

登録

「北九州市DX推進プラットフォーム」の概要

支援内容・推進体制

中小企業への支援の他、

自社製品の紹介なども実施

※登録企業数は2021/12/31時点のもの

（※市内中小企業全体を支援）

支
援
内
容

P

21

で
詳
述

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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北九州市DX推進プラットフォームでは、相談員による事前ヒアリングと専門家による最大4回の伴走支援を実施し、その後、DX推進

サポート企業として登録されている市内外のITベンダー等とのマッチングを支援している。

北九州市DX推進プラットフォームでの専門家派遣による伴走支援とマッチング支援の詳細

DX実現を目指すユーザー企業の現状の課題や、

実施すべき支援内容、目標とする成果等をヒ

アリングし、そのヒアリング結果に基づき、専門

家による伴走支援計画を作成し、北九州デジ

タル化支援コンソーシアム内やユーザー企業と合

意を得る

最大4回の専門家派遣を通じて、メールやイン
ターネットの使い方の指導から、企業内でのDX
推進に向けたワークショップの開催まで、幅広く
ユーザー企業の課題に基づいた支援を実施する

ユーザー企業の課題に応じて、北九州市DX推
進プラットフォームに登録されている市内外のIT
ベンダー等の企業の中から、最適なベンダー企
業とのマッチングを実施

ユーザー企業

企業のDX実現に向けた支援の実施

【主な認知獲得方法】

• 他の事業での北九州市、

FAISによる企業訪問

• 北九州市DX推進プラット
フォーム登録企業への告知

• 北九州市が発行する緊急

経済対策向けのチラシや新聞

折り込み

• 地域の金融機関の紹介

北九州市DX推進プラットフォーム

事前ヒアリング 伴走支援の開始 ベンダー企業とのマッチング

相談員 専門家

公募で募集した北九州市DX推進
プラットフォームに登録されているIT
ベンダー等の社員等

北九州デジタル化支援コンソーシ
アムに所属する職員等

出所：ヒアリング結果をもとにデロイト作成
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